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日本版発行に寄せて
　グローバル CIOサーベイの日本版を世に出すのは4回
目となるが、これまでは毎年リリースしている Tech Trends
に比べて大きな変化を捉えることが少ない点に特徴があっ
た。しかし、今回の CIOサーベイでは、今後のデジタル化を
見据えて CIOが変化しなければならないという論調が強く
感じられる。グローバルの目線では当然の流れであること
に数年来のテクノロジートレンドを見ていると頷けるが、日
本という目線になるとグローバルとの距離が広がってし
まったのではないかという印象を受ける。

　これまでのグローバル CIOサーベイでは、CIOを3つの
レガシータイプ－「事業の共同創作者」、「変化の立役者」、
「頼りになるオペレータ」に分類してきた。企業の CIOは自
身がどのレガシータイプに当てはまるかを考え、その役割
の中で企業戦略やテクノロジーの活用の度合いに合わせ
てどのタイプに変化すべきかを見極めることが主題になっ
ていた。そういう意味では多くの日本企業の CIOは、「頼り
になるオペレータ」の比率が高く、そこから「変化の立役
者」にどう変貌を遂げていくかを検討しなければならない命題を突きつけられてきたといえよう。しかし、今回の
グローバル CIOサーベイでは、とどまるところを知らないデジタル化の波の中で、先を見据えた変化を遂げるた
めにどうするかが主題となっている。その中で、「頼りになるオペレータ」のままでは今後のデジタル時代を生き
残れないというメッセージが発信されている。

　この点について、多くの日本企業の CIOは変化をしようとこれまでもがいてきたはずである。様々なデジタル
ツールと向き合い、RPA、AI、IoTといったトレンドを追いかけるために多様な試行錯誤を繰り返してきたであろ
う。その中で、「頼りになるオペレータ」から「変化の立役者」に変貌を遂げられた CIOがどれほどいただろうか。
おそらく、道半ばという状況が大半であろう。しかし、現実はそのスピードでの変化を許してはくれず、もっと将来
を予見するべき状況にあるということである。これは非常に大きなチャレンジではあるが、悪いことばかりでは
ない。グローバル企業の先行経験には多くの失敗も含まれており、その失敗から学んで確立したベストプラクティ
スが数多くある。改革道半ばにある CIOは、その経験を上手く活用して現在の改革スピードを飛躍的に高めるこ
とが可能になるのである。

　多くの日本企業の CIOにとって、時代の変化に追随していくことは困難な課題である。しかし、グローバル競
争に打ち勝つためにデジタルおよびテクノロジーの力が必須であり、それらを経営に使いこなせた企業が生き
残っていくサバイバルゲームの中にいる以上、この変化のスピードに CIOは慣れていかなければならない。グ
ローバルの CIO達が何を志向し、どんな行動をしているのかを本サーベイから読み取り、自身（自社が）どう変
化すべきなのか、デジタル時代の先を見据えて見極めてもらいたい。本サーベイおよび Tech Trendsがその一
助になることを期待している。
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は
じ
め
に

つての CIOが果たす共通の任務といえば、
「トラブルなくビジネスを回し続ける」こと
が中心であった。その背景には、あらゆる

企業や組織がビジネス要件をサポートする用途で、
バックオフィス業務にテクノロジーを活用し始めた
経緯がある。ビジネスの成長には、組織や事業の規
模が拡大するだけでなく、複雑性も増し、複数システ
ムの統合を伴うことが常である。こうした状況にお
ける CIOの存在意義は「頼りになるオペレータ」で
あったため、優れたオペレーションに焦点が置かれ
た。当時の CIOが目指していたレガシーは、運用指
針に基づき、効率性・信頼性・安定性を
維持し、また費用対効果のあるテクノロ
ジー基盤を築いて提供することであっ
た。ここで意味する「レガシー」とは、テク
ノロジーリーダーが自組織に永続的に
もたらし続ける価値やその軌跡と定義
される。
　デロイトが発行するグローバル CIO
サーベイにおいて初のレガシーシリーズ
となった2015年版「レガシーを創造する」では、CIO
が自組織に対してどのような価値を提供できるのか
という観点から、「頼りになるオペレータ」、「変化の
立役者」、および「事業の共同創作者」という三つの

レガシータイプに分類した 1（詳細は下図「CIOレガ
シータイプ」を参照）。
　2015年版では、レガシータイプの違いによって優
劣が生じるのではなく、個々の企業や組織が直面す
る状況やビジネス要件によって、CIOのレガシータ
イプが形づくられることを言及した。続く2016-2017
年版「レガシーをナビゲートする」では、時間の経過
とともに組織のニーズが変化するのに応じて、CIO
の役割も異なるレガシータイプ間を徐々に移り変わ
るべきものであると結論づけ、CIOレガシーの論点
を発展させた 2。

　グローバル CIOサーベイ最新版「レガシーを打ち
出す」では、CIOの55％が現在「頼りになるオペレー
タ」に位置するが、デジタル化が進むにつれ、このレ
ガシータイプは徐々に時代遅れになる可能性を示

か

はじめに

レガシーを打ち出す
～デジタル時代の先を見据えるには～

2018年のサーベイ結果は、
デジタル時代がもたらす計り
知れない変化の兆しをとらえ
ている。
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唆している。存在意義と影響力を保ち、テクノロジー
を駆使して自社が描く経営戦略を実現するために
は、CIOは「変化の立役者」や「事業の共同創作者」
へと、自らの役割を成長・変革させていくべきであ
る。
　今日の CIOは、問題なくビジネスを回し続ける以
上のことを期待されている。本サーベイ結果による
と、ビジネス部門が CIOに期待する上位二つの役割
は、「事業戦略との整合」と「ビジネスプロセスの変
革」であり、第3の役割として「優れた ITオペレー
ション」が挙げられた。確かに、CIOは堅牢なバック
オフィス業務の基幹（コア）システムを構築し、維持

しなくてはならない。その一方で、ビジネスプロセス
の効率化や従業員およびカスタマーエンゲージメン
トを向上させ、さらに新たな価値を創出できる新規
ビジネスモデルを発展させるためには、デジタルテ
クノロジーを活用すべき領域もある。今やどの企業
においても、経営戦略とテクノロジーを切り離すこと
はできず、ビジネスリーダーは双方の影響を理解し
ている。
　デジタル時代の到来は、新たなビジネス環境にお
いて、CIOが自らの役割を再定義するまたとないタ
イミングになるかもしれない。このチャンスをものに
できるかどうかは、ひとえに個人としてどう問題をと
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に らえるかにもよるだろう。読者のみなさんは、現部門

の有能なリーダーとして認識されることで満足して
いるのだろうか。それとも、デジタル世界における自
社の未来を形づくり、先鞭をつけるための手助けを
したいのだろうか。どんな役割を選択するにせよ、
CIO一人ひとりが考えているよりも早く向き合うべ
き時が来るであろう。そして、自らの役割を高めて広
げたいという熱意があるならば、その大志を実現さ

せるために何から手をつけ、どのように取りかかれ
ばよいのだろうか。明日への道をかけ抜け、その道
幅を広げるための活動計画や行動様式、そして目的
地への近道、あるいは事前に避けることができる回
り道はあるのだろうか。
　2018年のグローバル CIOサーベイでは、CIO 
1,116人およびその他の　CxO 321人の回答結果
から、現在のCIOの役割、そして今後何年にもわたっ
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て CIOの存在価値を永続的なものにするには、何
が必要とされるのかを解明している。
　本サーベイ回答者の10％近くは、デジタル経営戦
略を実行するテクノロジーの活用状況で先行し、先
鋭の IT部門を持つリーダー的存在にあたる。デロイ
トでは、全社規模で明確なデジタルビジョン・戦略を
持つと同時に、IT部門がデジタルおよび先端テクノ
ロジーの理解や適用状況において、マーケットリー
ダーと認識されている組織を「デジタル先駆者」と定
義している（図2）。
　デジタル先駆者に位置する組織と平均的な組織
とでは、CIOとしての役割の定義、IT人材の採用・
定着化、資金・投資の配分、また存在価値の考え方
において顕著な違いがある。デジタル先駆者であっ
ても、デジタルジャーニーの終点に到着してはいな
いが、平均的な組織よりも何年か先を進んでいる。

　デジタル時代は、CIOにとって「頼りになるオペ
レータ」という型から脱却し、「内側に目を向けて」自
分自身を再び創造するチャンスとなるであろう。これ
までのサーベイ結果から、他のビジネス部門との強
固なリレーションが、CIOにとって重要な成功要件
の一つであることに変わりはない。また今回のサー

ベイ結果から、Tech Fluencyプログラムが、CIOお
よび IT部門と他部門とのリレーション構築に向けた
確かな土台づくりを後押しすると考えられる。Tech 
Fluencyプログラムを展開することが、テクノロジー
動向、先端テクノロジーの拡張性、そして旧来の環境
で基幹システムを管理することの複雑さについて全
社で共有し、同時に CIOが社内関係者や外部顧客
の視点を理解するまたとない機会にもなるだろう。
　また、CIOは IT運用モデル、資金調達の優先順
位と予算配分、IT人材とカルチャーといったいずれ
もデジタル時代の重要なテーマを再考することで、
IT部門を「見渡して」変革していく立場にある。
　最終的には、CIOはあたかも人気絶頂期にさし
かかっている先端テクノロジーの「先を見据えて」、
企業テクノロジーの根本であり続けた基幹（コア）に
立ち返るべきである。新たな先端テクノロジーのほ

とんどが、自社のデジタルビジョンを実
現する基本要素となるかもしれない。基
幹システム環境は、こうした先端テクノ
ロジー要素を開花させるための基盤と
なるように、刷新されなければならな
い。次世代の基幹システムは、体系的に
イノベーションを発展させるプラット
フォームに進化していく可能性を秘めて
いる。組織全体で先端テクノロジーの理
解を深め、戦略的にイノベーションプロ
ジェクトを優先し、ビジネスケースやPoC

（概念実証：Proof of Concept）を積み重ねていくこ
とで、CIO自らの信用を高めることができる。こうし
た一連のイノベーションプロセスを支えるプラット
フォームとして機能する姿が、基幹システムの理想像
であると考えられる。

　テクノロジーそのものが、次第にビジネスの変革・成長の原動力となるのがデ
ジタル時代の特徴である。ビジネス部門が主体となって、テクノロジーの導入を
進める時代は幕を閉じる。今日ビジネスで成功を収める企業やそうした企業の
CIOは、変革・成長・売上拡大をドライブするために、テクノロジー主導でビジネ
スを回すという考え方を取り入れている。

デジタル先駆者の視点や行動
様式は、現在進行中のデジタ
ル施策の先に何が待ち受けて
いるのかを知り、将来に向か
うための道しるべとなる。
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界問わず、多くの企業がテクノロジーを駆
使し、ビジネスの成長と変革を加速してい
る。証言の一例では、Canadian Blood 

Servicesの CIO、Ralph Michaelisが、「我々が行う
ことのほぼすべてがテクノロジーに依存している。ビ
ジネスモデルを変革し、これまでのビジネスのやり
方を変えるにはどうしたらよいか、誰もが IT部門に
助けを求めにくる。」と述べている。
　新興企業は今やデジタルネイティブな環境で創業
されるが、対照的に非デジタルネイティブな老舗企
業の CIOは、従来のテクノロジー環境と、新たなデ
ジタル機能（クラウド、モバイル、ソーシャル、自動化、
コグニティブなど）とのギャップをどう埋めていけば

よいか苦慮している。プロセスの効率化、従業員お
よびカスタマーエンゲージメントの拡大、さらには新
規ビジネスモデルを展開する上で欠かせないデジタ
ル機能は、CIOとして看過できない存在となってい
る。
　ITの効率性・信頼性とコスト削減に重点的に取組
む「頼りになるオペレータ」として業務を続けている
CIOが、最多（本サーベイ回答者の55％）を占めて
いる（図3）。テクノロジーを駆使してビジネス変革
をリードする「変化の立役者」や、経営戦略の実行を
通じて成長を推進する「事業の共同創作者」は、全体
ではまだ少数派である。
　2016年のサーベイ実施時点から、CIOレガシー

業

セクション1：内側に目を向ける
　本サーベイに回答した CIOの過半数は、効率性と信頼性を備えた ITオペレーショ
ンの指揮をとる「頼りになるオペレータ」である。CIO自身や自組織を変革の軌道に
乗せない限り、デジタル化がもたらすビジネスの成長と変革に求められる要件を、十
分満たすことはできない。 

第1章

自己改造しよう
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タイプの割合はほとんど変化していない。しかし、
CIO自身が意義ある存在であり続けたいのであれ
ば、この変化のない状況は決して好ましくない。
Univar Inc.の CIO、Eric Fosterが述べるように、
「テクノロジーがあってこそ実現できるディスラプショ
ン（創造的破壊）を将来に向けてドライブしていくこ
と、そして日々の IT業務要件に集中し過ぎてしまう
ことのないよう、IT 部門が適正なバランスをうまくと
れるようにすることが重要だ。さもなければ、ビジネ
ス上の価値や成果について IT部門は考えていない、
といった批判に容易にさらされてしまう。」という証
言の意味を、深く考えるべきである。

CIOの進化： 
「頼りになるオペレータ」では 
不十分である
　当然、今後変わらなければならないことをCIO自
身も認識しており、CIOの責任や経営層からの期待

は、以前よりも革新的で成長志向を伴うものに発展
していくと考えられる。とはいえ、オペレーション業
務における CIOの責務が消滅するわけではない。
「頼りになるオペレータ」の責任は CIOの最低要件
として、また効率性と信頼性は IT部門が確保すべき
前提条件として残存するであろう。日々の ITインフ
ラの運用管理を、IT部門内の他者に CIOが権限を
一任することもできれば、外部事業者にアウトソース
する選択肢もある。「当社の IT部門は ITオペレー
ションを展開するだけではなく、ビジネスパートナー
としての役目を社内で期待されている。技術的な
サービス機能であれば外部パートナーを頼りにし、
我々にはテクノロジーが業績にどう結びつくのかと
いった解釈を求められている。我々はビジネスパー
トナーとして新たなイニシアティブに関与し、必ずし
も ITに関わりのない議論の場にも参加している。」
と、CBA（Alumínio）の CIO、Luis Carlos Maldan-
erは言及している。IT部門に対するビジネス部門
の期待値の変化は明白で、ビジネス課題を討議する
場にも IT部門が参画する存在になっている。
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用するとは限らない
　部門統括リーダーから組織のリーダーへと脱皮す
ることは、たやすいことではないだろう。先見性やコ
ミュニケーションスキル、またはリーダーシップスキ
ルよりも、テクノロジーの専門性を武器にして ITリー
ダー職に就くことが、典型的な CIOのキャリアパス
であった。しかし、組織のリーダーになるためには、
CIO自身がビジネススキルやソフトスキルを向上さ
せ、収益源や業務効率化といった具体的な効果を生
み出すビジネスソリューションへと、テクノロジーの
知識を還元していかなければならない。
　結果を重視する考え方や、問題解決力といった従
来から必要とされてきた要件は、今後おそらく重要
性が下がっていくだろう（図4）。本サーベイ結果で
は、CIOが将来伸ばしていく必要があると自己認識
しているリーダーシップスキルとして、大規模な組織
変革を成し遂げる力（66％）、高いパフォーマンスを
発揮できるチームづくり（63％）および他者に与える
影響力（48％）が上位に挙げられた。 
　また、CIOはデジタル化を推進するための方向性
を提示し、イノベーションを活用し、他者を力づける
ようなリーダーとしての能力も問われるようになる
だろう。当然のことながら、デジタル先駆
者の CIOが最優先する経営課題はイノ
ベーション（57％）であり、次に顧客獲
得・維持（56％）および成長（48％）が挙
げられた。平均的な組織では、イノベー
ション（43％）は第4位の経営課題にと
どまり、業績（56％）、顧客獲得・維持
（48％）およびコスト（44％）の順で優先
される。デジタル先駆者の CIOは、急速
に変化する情勢を察知し、高まるイノ
ベーションの重要性を認識している。
　デジタル先駆者の CIOはまた、平均
的な組織の CIOよりも、「事業の共同創作者」および
「変化の立役者」になる可能性が42％高く、業務オ
ペレーションを変革し、結果として売上拡大をもたら
すことができるスキルや能力を「頼りになるオペレー
タ」より多く備えている。 
　ビジネスの成長や業務の変革時に必要とされる
CIOのスキルセットには、以下が含まれる。

・マーケットやビジネスのニーズに対して、新技術や
先端テクノロジーをどう配備するべきか理解する
・経営戦略の実践にテクノロジーをどう活用できる
のか、明確なビジョンを示し、周囲に分かりやすく
説明し、コミュニケーションを図る
・他の組織のリーダーに対して、影響力を持つリ
レーションを形成する
・高いパフォーマンスを発揮できるカルチャーを醸
成し、優秀な人材を惹きつけて定着させる
・変革のための施策実行において、エコシステム
（生態系）のパートナーを巻き込む

重大な局面の到来
　影で業務を支える立場から一歩踏み出し、自社の
ビジネスを次にどうしていくのか戦略を立て、その実
行役を担う経営層の一員に仲間入りする準備がで
きているCIOは、今まさに重大な局面を迎えている。
ビジネス面での資質に磨きをかけたいと望む CIO
にとって、デジタル時代の到来は好機ともいえる。 
　デジタル化の産物として、業務オペレーションの
変革や売上拡大のために取組んできたどの企業も、
テクノロジーなしには何も成し得ない岐路に立たさ
れている。

　CIOは、自身のテクノロジーおよび業務の専門性
とデジタル技術を駆使し、戦略的なビジネスイニシ
アティブにより深く関与する立場で、IT部門およびビ
ジネス部門全体における真の変革を推進できるだろ
う。デジタル化への道は、CIOが自らそうなりたいと
望み、そして自組織から必要とされるビジネスリー
ダーへと成長する機会をもたらす。

テクノロジーの第一人者であ
る CIOは、自社のデジタル
施策について情報提供し、取
組みを先導できる有利な立場
にある。
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起こす
　本サーベイ対象となった経営層の96％が、デジタ
ル化は部門または全社レベルにおける経営上の優
先課題と回答した。しかし、全社規模のデジタルビ
ジョン・戦略が存在するのは、全体の4分の1にとど
まった。また、デジタルの定義や範囲は、企業や組織
ごとに大きく異なる（図5）。デジタルテクノロジーや
デジタル機能は、プロセス自動化・変革（69％）、CX
（カスタマーエクスペリエンス）またはカスタマーエ
ンゲージメント（64％）に活用されることが多い。こ
れらの領域は CIOが検討するデジタル施策の二大
柱でもある。IT部門は、ITインフラ、クラウド（51％）
およびデジタルプラットフォームの拡大（50％）と
いったイニシアティブに関与している。デジタル戦略
やデジタル全般についての標準定義が欠如している
ため、CIOがデジタル戦略と実行をリードする、また
は少なくとも CIOが影響力を持ち、戦略と実行の整
合性をとることが必然となる。
　こうしたデジタルの定義が曖昧な状態は、必ずし
も CIOにとって不利なだけではなく、むしろ定義の
明確化をCIOが手助けする機会にもなるだろう。本

サーベイ対象となった CIOの60％は、デジタル戦
略策定のリード役ではないと回答している。一方、他
の CxOがデジタル戦略の責任者である組織の場合
でも、そのうち27％は CIOがデジタル戦略の実行
責任者であった（図6）。言い換えれば、CIOは ITプ
ロジェクトやその責任役を通して、すでにデジタルと
いう水面に片足を踏み入れている。今後は、CIOが
テクノロジーという枠を越えて、リーダーシップを発
揮できる範囲を拡大していく必要があるだろう。CIO
は IT部門以外の組織でも、自らの影響力を及ぼせ
る範囲を広く持つ準備を整えるべきである。

CIOの出番だ： 
将来はここから始まっている
　業界問わず、多くの企業や組織は先端テクノロ
ジーを駆使して、業務変革や成長を推進するデジタ
ル時代の入り口に立っている。こうした変化に対応
し、CIOの役割が単なるテクノロジーの管理者から、
自社のビジネスの将来を託すパートナーへと急速に
転換している。実に本サーベイ回答者の70％近く
が、今後3年間にデジタルイニシアティブを推進する
上で、CIOが最も重要な役割を担うだろうと回答し

1,014
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た。これは CEOが同じ役割を担うと回答した割合
（61％）よりも高い。
　テクノロジーリーダーとして、ビジョン、コミュニ

ケーションスキルおよびリレーション構築力を備え
た CIOは、かつてないほどに大きな影響力を持ち、
組織を指揮していく重要な立場にある。

　「デジタルトランスフォーメーションの成否は、デジタル戦略というよ
りむしろ、デジタルの世界でどのようにビジネスを仕掛け、展開するかに
かかっている。テクノロジーを武器にリーダーシップをとれば、我々はデ
ジタルというピースをはめ込んだことになる。ビジネスで成果を出すこ
とができれば、我々は着実に変革できているのだ。」

　　　 Anne Mullins, CIO and corporate vice president, Lockheed Martin

　　の実行
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外を訪れたことのある誰もが、使用言語が
異なる人とは単純なやりとりですら難しい
ことを体験しているだろう。異国の言語を

理解することの次に至難の業となるのは、意味を成
し、影響力のあるリレーションを構築することだとい
える。
　同じような理由から、長年 CIOがビジネスの現場
で使用される言語を学ぶよう奨励されてきた。その
結果、多くの CIOがビジネス言語を流暢に話せるよ
うになった。一方で、テクノロジーの活用領域が広が
るにつれ、ビジネス部門がテクノロジーの言語に通
じることもまた、前者に匹敵するほどの重要性を持
つ。経営層から部門長クラス、そしてス
タッフ層に至るまで、組織全体の誰もが
Tech Fluencyを身につけるべきである。
　もちろん、システム開発者の口から発
せられる IT用語のすべてを、経営層が
理解できることを期待するのは現実的
ではない。そこで、あらゆる業務や職位
に就く従業員は、テクノロジーが自社の
業績や成長に影響する三つの側面につ
いて、理解できるよう努めるとよい。

・価値の創造　デジタルテクノロジー
や他の先端テクノロジーは、業務プロ
セスを効率化し、従業員およびカスタ

マーエンゲージメントならびに新規ビジネスモデ
ルを推進し、ビジネスを支える。
・テクノロジー業務の再設計　テクノロジーソ
リューションの予算、資金調達、優先順位、提供モ
デルをどう変革するかが、最終的な企業価値にも
影響する。
・優先事項の明確化　堅牢なテクノロジー基盤を、
短絡的に新たなテクノロジーに代替させてはなら
ない。経営目標をサポートする基幹システム環境
の刷新をロードマップに含め、戦略的優先事項と
して認識しなければならない。

海

第2章

対話しよう

ビジネスに精通するCIOは、テ
クノロジーの解説者としてだ
けではなく、インフルエンサー
（影響力を持つ者）およびビ
ジョナリー（ビジョンを提示で
きる者）として、組織全体の重
要な役割を担うことができる。
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　しかし、インフルエンサーやビジョナリーとしての
役割を果たすには、あらゆる場面で他者との良好な
リレーションが必要になる。他のビジネス部門とのリ
レーションを深め、影響力を高めるための重要なア
プローチの一つは、ビジネスリーダーが Tech Flu-
encyを習得できるようにサポートすることである。

Tech Fluency強化策
　ビジネスリーダーは、好んで AIや拡張現実（Aug-
mented Reality：AR）などの新たなデジタル機能を
引き合いに出すことがよくある。しかし、現在の IT環
境におけるリスク管理状態や、各システムが相互依
存する状況を振り返ると、おそらく黙り込んでしまう
だろう。誌面の見出しを飾るのは派手なデジタル事
例かもしれないが、こうした成功事例は堅牢な基幹
テクノロジー環境をベースに構築され、華やかさに
は欠けるハードウエアやソフトウエアに依存してい
ることがほとんどである。

　全社的なテクノロジーリテラシーは、時間をかけ
て地道に発展させていかなければならない。教育、
コミュニケーションおよび関係者の関与の仕方につ
いて入念に練られたプランがあるとよいだろう。本
サーベイに回答した CIOのほぼ全員（96％）が、ビ
ジネス部門にテクノロジーについての理解を浸透さ
せることは自らの責任だと考えている。しかし、組織
全体にわたる Tech Fluency向上のために、経営層
への積極的な教育イニシアティブを推進した割合は
66％にとどまっている。
　平均的な組織における CIOは、戦略会議で先端
テクノロジーを議題にしている（72％）、ITについて
個別に討議・分析する（51％）など、その場限りの取
組みに偏りがちである。デジタル先駆者の CIOと比
較すると、組織全体を対象とした広範なアプローチ
を採る CIOは少数である。ITの基礎について学ぶ
社内勉強会を開催しているデジタル先駆者の CIO
は44％であるのに対し、平均的な組織の CIOでは
34％と下回る。また、重要な ITテーマに関する研修

Tech Fluencyとは
　Tech Fluencyとは、ITのコンセプトを広く理解し、自信を持って議論することができる能力のことで、組
織全体にわたって CxOや他の経営層および従業員にとって重要なスキルになるだろう。Tech Fluencyが
ビジネス部門全体に推進・普及すれば、ビジネスリーダーや従業員が基本的な全社共通の IT知識を備え、
彼らの IT施策への関与も高まるであろう。その結果、組織全体におけるテクノロジーの活用や、導入効果の
最適化をCIOが促進しやすい土壌ができる4。
　テクノロジーソリューションの基礎的なコンセプトや利点を理解しているビジネスリーダーであれば、関連
するイニシアティブに対する承認・投資・参画に際して、より積極的になるだろう。また、開発者、戦略責任者、
セールス責任者およびマーケティング部門といった関係者の間で、製品開発やカスタマーサービスの支援
ツールを導入・活用するような場合、効率的に協働しやすい。
　効果的な Tech Fluencyプログラムには、例えば以下のようなシステム領域やコンセプトが含まれる。

・社内 IT全体を支える基幹システム環境

・主な業務用途（例：財務・会計、カスタマーサービス、販売管理、データ管理、サイバーセキュリティ）の社内
および外部連携システム

・自社の収益源となるビジネスモデル、経営戦略や売上拡大を支えるテクノロジー、過去10年間に業界内
外のビジネスモデルにテクノロジーが与えた影響

・破壊的影響力を持つ先端テクノロジー（例：クラウド、コグニティブ、ブロックチェーン）

・新規市場への参入や競争優位性の源泉となるテクノロジーの役割

　CIOはテクノロジーおよびビジネス両面での専門性を活かし、Tech Fluencyを発展・推進させることに
より、ビジネスリーダーや従業員にテクノロジーのポテンシャルを理解させ、自組織がテクノロジーの利用価
値を最大化する手助けができる。
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43％であるのに対し、平均的な組織の CIOでは
30％である（図7）。
　CIOが強固な社内リレーションを構築し、デジタ
ル戦略に対する社内全体の支持を得ることができ
れば、こうした Tech Fluency向上のための労力が、
CIO自身の組織のリーダーとしてのイメージを高め
ることになるだろう。
　Tech Fluencyレベルを底上げする方法として、広
範な包括的プログラム実施後に、範囲が限定された
ニーズ・関心に対応する個別カリキュラムを追加する
ことも有効である。範囲を絞ったテクノロジー領域
や課題、またこうした事象のビジネスへの影響は何
かについて対話することで、ステークホルダーが市
場の過度な期待に翻弄されずに済むであろう。公式

または非公式の両チャネルを通じて、カスタマイズさ
れた研修コンテンツを伴う入念な計画が求められ
る。

同僚からインフルエンサーへの
転換
　自らの役割をレベルアップし、組織のリーダーに
なることに関心を向ける CIOにとって、自社内での
強固なリレーションが欠かせない。CIOは、バックオ
フィス部門のリーダーとのリレーションが良好である
との回答率が高い。こうしたビジネス部門とのリレー
ションは業務上必要となるが、その場限りなものに
なりがちな傾向がある。セールス、マーケティング、エ

14
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ンジニアリングなどの顧客接点を持つ部門のリー
ダーとCIOのリレーションは、より希薄である（図
8）。
　本サーベイ結果では、CIOが Tech Fluencyプロ
グラムをカスタマイズして提供している場合、他のビ
ジネス部門と強固なリレーションを持つ回答率が、
平均の1.5倍高くなった。また、本サーベイ回答者の
10％を占めるデジタル先駆者の CIOは、平均的な

組織の CIOよりも、特に顧客接点となるフロント業
務部門と強固な、または非常に強固なリレーション
を持つ傾向が高い。
　デジタル先駆者の CIOの68％が、他のビジネス
部門と強固なリレーションを持つと回答したのに対
し、平均的な組織の CIOの同回答率は60％にとど
まっている。デジタル先駆者と平均的な組織の CIO
の差は、フロント業務部門とのリレーションにおい

　「IT部門が戦略パートナーとして会議に招集されるためには、我々は、
可用性と安全性を担保できるプラットフォームを提供し、主だった社内
改革プロジェクトを成功させることで信用を得なければならない。こう
して IT部門の基礎が固まった時に、テクノロジーをビジネスの競争優位
の源泉とするにはどうするべきか、初めて話し合う場に参加することがで
きるのだ。」

　 Rahul Samant, CIO, Delta Air Lines
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持つデジタル先駆者の CIOの割合は65％であるの
に対し、平均的な組織では50％にとどまっている。
　売上拡大と、業務オペレーションの変革という任
務をCIOが達成するには、収益の原動力となるフロ
ント業務部門と、組織運営を継続させるための燃料
にも例えられるバックオフィス部門の両者に対して、
Tech Fluencyプログラムの提供を検討すべきであ
る。両者のニーズには違いがあり、同プログラムのカ
スタマイズが有効だと考えられる。
　またその一方で、CIOおよび IT部門では、顧客の
ニーズや期待をスラスラと理解できるように努める
べきである。IT部門の過半数が、カスタマーエンゲー
ジメント向上のための ITプラットフォームの構築
（62％）、または顧客向け製品・ソリューションの共同
開発（55％）に関わるプロジェクトで、ビジネス部門
と協働している。しかし、カスタマーエンゲージメン
ト向上のための先端テクノロジーの評価（48％）、
マーケティング・セールス部門と連携した共通のプ
ロセスやガバナンス体制の設置（42％）、または顧客
データの収集・分析（36％）などの積極的な施策に
関与する IT部門は比較的少ない。こうしたすべての
施策が顧客ニーズを理解し、またその必要性を認識
し、最終的に組織全体としてより良い顧客ソリュー

ションを開発することにつながる（図9）。
　CIOはフロント業務部門への関与を深めることに
より、カスタマーロイヤリティの向上、さらには売上
拡大に直結するデジタル戦略に着手する糸口をつ
かみ、指示を受ける立場からビジネスアドバイザー
役への転換点が見えてくるであろう。

経営層との対話
　Tech Fluency戦略は、ステークホルダーとの継
続的なやりとりやテクノロジーについての会話を通
して、CIOが考案するものから、組織全体や経営者
が理解するものへとすそ野を広げることができる。
　企業業績は、経営層の Tech Fluencyレベルに相
関するという調査結果も出ている。デロイトが米国
の上場企業を対象に実施した調査によると、過去3
年間に S&P 500株価指数より10％以上高い株価を
記録した好業績企業では、テクノロジー専任の取締
役を1名以上設置している傾向が、他の企業よりも
2倍近く高い（32％対17％）。CIOの存在意義がま
さに正当化された結果といえる5。
　CIOはテクノロジーに関連するあらゆる事柄につ
いて、経営層から信頼されるアドバイザーを目指す
べきである。そして、ビジネス部門長や経営層との信
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頼関係を築いた CIOは、取締役員への指名率が高
まるであろう。「リスクおよびセキュリティ管理におい
て、CIOは優れたオペレーションを運用する以上の
ことを経営層から期待されている。CxOは機会創出
よりも、リスクの観点からテクノロジーをとらえる傾
向がある。CIOに対しては、業務に変革をもたらす
イノベーションや、製品・ソリューションおよび市場動
向を察知する役割も期待している。もし私が CIOで
あったなら、守りだけでなく、攻めのプレーをするこ
とを自分のミッションとするだろう。」とPrudential 
Financial Inc.の SVP兼 chief governance officer
兼 corporate secretaryである Peggy Foranは言
及している。
　また、コミュニケーションの頻度も重要な要素と
なる（図10）。CIOが経営層との会議の
頻度が年1回のみの場合、91％が ITリ
スク、サイバーセキュリティを議題にして
おり、経営層との会議頻度がより高い
CIOと比較すると、デジタル、イノベー
ション（39％）ならびに ITプロジェクト
の ROI（投資対効果）（9％）への注力度
は低くなる傾向がある。
　CIOと経営層の会議の頻度が増える
につれ、議論の対象がテクノロジーのリ
スク面と新たな機会面とのバランスがと
れる傾向が見られる。例えば、経営層と毎月会合し
ている CIOは、デジタル、イノベーションを議題にす
る割合が75％に上がり、ITリスク、サイバーセキュリ
ティの割合が54％に低下する。また、ITプロジェク
トの ROIについて討議する傾向は、9％（年1回）か
ら23％（毎月）に増加し、2倍以上高くなる。これ
は、ITリスクの重要性が低下することを意味してい
ない。おそらく単純に、テクノロジーに関する幅広い
テーマについてより高い頻度で議論できると、経営

層が Tech Fluencyを磨く時間をかけていることを
意味する。経営層と毎月会合する割合は、デジタル
先駆者の CIO（38％）が、一般的な組織の CIO
（33％）よりもやや高い。

双方向のコミュニケーション
　Tech Fluencyプログラムは、ステークホルダーが
テクノロジーについて理解し、IT施策への積極的な
関与を増やすための準備・学習の機会となる。CIO
がビジネス要件に合致したテクノロジーソリュー
ションを提示する際、ステークホルダーが正当に判
断できれば、最終的には対象ソリューションによるビ
ジネス価値への認識を高めることができる。

　バックオフィス部門およびフロント業務部門の両
ビジネスリーダーならびに経営層が、経営課題を解
決するための助言を CIOに求めにきた時こそ、こう
したアプローチが功を奏していると実感できるであ
ろう。Tech Fluencyプログラムにより、CIOが主な
ステークホルダーとのリレーションを強化し、業務
ニーズに対する意味のあるインサイトを引き出すこ
とができれば、結果として、CIOが組織のリーダーと
しての信頼を得ることにつながるだろう。

　「デジタルの力は、我々のような B2B業界にも変革をもたらし、今や
我々の顧客が B2Cの世界で実現できていることを期待するまでになって
いる。もはやテクノロジーなしには、我々のビジネスも運営できない。最
適なカスタマーエクスペリエンスの提供、顧客価値の向上または毎期の
売上・利益実績の提供などのいずれをとっても、テクノロジーは単なる実
現手段にとどまらず、我々が普段当たり前のように呼吸している空気の
ような、かつそれなしには存在できないものとなっている。」

　 Joel Grade, EVP and CFO, Sysco Corporation

Tech Fluencyプログラムは、
CIOが社内ステークホルダー
とのリレーションをレベル
アップするための一手段にな
る。
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ジネスの推進力でもある矢継ぎ早の変化
をサポートできる IT部門はほとんど存在
しないことは、CIOが広く認識している事

実である。本サーベイ対象となった CIOの91％は、
現行の ITオペレーションモデルについて、以下のよ
うないずれかの側面を変えていくべきだと考えてい
る。

・柔軟な ITデリバリプロセスの導入（56％）　

アジャイル、DevOpsなどの IT開発手法により、
素早くユーザー要件を満たせる IT環境体制を整
える。そのためには、反復的な資金調達、ライフサ
イクル全体にわたる予算編成、そしてプロジェクト
ではなくプロダクトに基づいた発想への転換が必
要となる。
・「ITaaS」（IT as a Service：サービスとしての

IT）の活用（56％）　サービスプロバイダおよび
パートナーが提供する使用量ベースの ITサービ

ビ

第3章

金脈を追え

セクション2：社内 ITを見渡す
　近年、業界の熱心な有識者や経営層の間で「変革」という言葉が頻繁に使われ、し
ばしば漸進的な改善を表現するまでになり、本来の意味が希薄化されている。しか
し、デジタル時代の変化は、スピードも意味合いも実に飛躍的なレベルで進み、もは
や従来型 ITのやり方で太刀打ちすることは期待できない。

　真の変革には、完全に新しいアプローチによる ITサービスが求められる。これは
多角的なチャレンジであり、ヒトとカネという二つの重大要件を伴う。
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スを利用することにより、人材需給のギャップを埋
め、イノベーションを促進し、サービスデリバリ体
制を改善する。
・ITアーキテクチャの選択（54％）　クラウドソ
リューションなどのテクノロジーアーキテクチャお
よびインフラについて、ビジネス部門に助言するこ
とで、コストを削減し、適応性およびレジリエンス
（回復力）を向上する。

　ITサービスモデルを変えていくには、それなりの
投資とプロセスの変更を要する。上記のような変更
施策一つひとつに、長期的な企業価値の源泉となる
ポテンシャルがある。舞台裏のテクノロジーへの投
資価値について、CIOは他の CxO を納得させなけ
ればならない。これは、CIOが常に直面している課
題である。

　「業界で後れを取らないためには、うまく外部パー
トナーを活用する必要がある。自前のデリバリ体制
と、提携パートナーから調達するリソースの均衡をと
るために重要なのは、イノベーションや新しいことに
チャレンジする資金が我々に割り当てられるよう、経
営層から支持を得ることだ。」と、Kiwi Wealthの
CTO、Dave Bruceは言及している。
　CIOはいまだに、テクノロジー投資とそのビジネ
ス上の成果を関連づけることによく手を焼いている。
こうした問題の解決には、IT部門とビジネス部門が
協力し合い、投資活動の初期段階から、結果・影響
の評価に至るまですべてのプロセスとサイクルを共

有することが必要となるだろう。「私は、IT部門が社
内のイネーブラ役として見なされたい。つまり、問題
を抱えた人々が我々の元を訪れ、問題解決にあたっ
て助言を求められる立場を意味する。これまでは
我々が何かを展開しても、国会議員やスタッフから
意見や関与がない状況があまりに頻繁にあり、失望
や不満に終わっていた。国会という場所には伝統が
染みついていて、1600年代にまで遡るプロセスや
規約が温存されている。古いしきたりを維持するこ
とを望む人々も存在する。先端テクノロジーの利便
性を享受し、そこから付加価値を見出すためには、
IT部門とユーザー部門が共同で取り決める公式の
意思決定プロセスが必要だ。」と、Parliamentary 
Service of New Zealand の CIO、Michael Mid-
dlemissは述べている。

出発点：最重要事項につ
いて合意する
　デロイトが関わってきた先進的な組織
では、IT部門とビジネス部門との間で、
投資や優先順位づけの点で意見が合致
している場合、好業績をもたらす傾向が
見受けられる。ただし残念ながら、本
サーベイでは、このようなケースはそれ
ほど多くはないことが判明した。平均的

な組織においては、ビジネス部門と IT部門で IT投
資プロセスを共有している割合は52％にとどまり、
IT投資の意思決定が透明性の高い優先順位づけの
プロセスに沿っている割合は35％にとどまる。デジ
タル先駆者はわずかに先行しており、60％がビジネ
ス部門と IT投資プロセスを共有し、約半数が透明
性の高いプロセスで IT投資の優先順位を決定して
いる（図11）。
　デジタル先駆者には、平均的な組織よりも、意図
した通りに IT投資の意思決定を下す慣習がある。
また、デジタル先駆者はより効果的なテクノロジー
ガバナンス手法を確立し、IT予算の多くをビジネス

　「ITをビジネスに合致させるガバナンス構造が機能していれば、ITデ
リバリは単に実行するだけでよい。IT部門はビジネスで必要とされるも
のを提供し、テクノロジー投資の価値を最大化し、その価値を年々向上
することができるだろう。」

　　　 Norm Fjeldheim, CIO and SVP facilities, Illumina

経営層に対して、投資を正当
化するための専属のファイナ
ンス人材を活用している CIO
は、全体の 5分の 1にとど
まっている。
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イノベーションに費やしている。しかし、こうした業界
リーダーでさえ、まだ先の道のりは長い。

価値の提示
　経営層は、すべての投資に対して実利を伴う効果
を期待しており、テクノロジーも例外ではない。だ
が、その期待に応えられているIT部門は多くはない。
自社にテクノロジー投資の価値を適切に評価するプ
ロセスがあると回答した CIOおよび CxOは、全体
の約5分の1にとどまる。そして驚くことに、本サー
ベイ回答者の14％は、IT投資のビジネスへの影響
をまったく測定していない。
　テクノロジーの投資価値を測定している回答者の
約3分の2は、IT投資の効果測定方法はケースバイ
ケースとしている。約4分の1は、ITの投資効果を
測定・提示するのは、ビジネス部門長の責任である

　「CEOは、テクノロジーイノベー
ションを通じた成長の実現を IT
に期待している。これは、ITがコ
ストではなく投資であると、ビジ
ネスの考え方を変えることを意味
する。意識を切り替えることで、効
率的にイノベーションの推進に予
算を割り当て、その成果を評価す
ることができる。」

　　　Subhasis Mukherjee, VP and CIO, 
Pekin Insurance
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と回答した。IT投資効果の測定に一貫した財務モ
デルを適用することは、正確性、客観性および事業
戦略との整合性を向上できる先進的なプラクティス
であるが、これを適用しているのはわずか27％にと
どまる。
　デジタル先駆者の投資評価手法は、わずかに効
用が高いかもしれないが、それでも改善の余地は大
いにある。

　そして興味深いことに、デジタル先駆者の場合、IT
投資によるビジネスへの影響の評価をビジネス部
門長に任せる傾向がある。同僚関係にある IT部門
とビジネス部門の両リーダー層が、密接に連携して
いることを示唆している（図12）。

予算の確保
　有効な投資ガバナンスの欠如だけが、唯一の障壁
ではない。CIOがイノベーションと事業改善への IT
予算割合を拡大しようと試みても、固定化された従
来の年間投資サイクルと、CIOの裁量で使える資金
不足により、結局は選択肢が狭められてしまう。プロ
ジェクトベースの投資モデルの場合、テクノロジーイ

ノベーションに対する過小投資に慢性
的に陥ることも多く、ビジネスやテクノロ
ジー環境の変化に対する柔軟性を欠い
たものになりがちである。
　こうした年間予算を繰り返す慣例に
覚えのある CIOは多いだろう。IT予算
の多くは定常業務に事前に割り当てら
れ、残りの予算がビジネス部門から要望
のある漸進的な改善プロジェクト用途
に確保される。ビジネスイノベーション、
成長のサポートはほとんど後から思い

つきとして足される程度に過ぎない。意外なことに、
ビジネスニーズが大きく異なるあらゆる業界でも、予
算配分に大きな違いは見られない（図13）。
　ほんの何年か前まで、運用（定常業務）コストが IT
予算の70％超を占めることは珍しくなかった。スト
レージや処理コストの低減化、クラウドプラット

デジタル先駆者は、平均的な
組織と比べて財務モデルを適
用する傾向があり、ケースバ
イケースで ROIを評価する
割合は低い。
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フォーム、アウトソーシングの恩恵もあり、今日の運
用コストは IT予算の約56％にまで引き下げられた
が、まだすべきことは残っている。クラウド、プロセス
自動化、さらに基幹システムの刷新による処理効率
の向上により、今後3年間で運用コストはさらに継
続的に削減できるとCIOは期待している。問題は、
CIOがその余剰分をうまく利用して、ビジネスイノ
ベーションに回すことができるかどうかである。
　IT予算の中心をオペレーションからイノベーショ
ンへシフトさせているデジタル先駆者の投資姿勢
は、平均的な組織より何年か先行している。デジタ
ル先駆者の CIOは、予算の約半分（47％）を定常業
務にかけ、残り半分をビジネスの変化・変革（27％）
ならびにビジネスイノベーション・成長（26％）の二
つのビジネス命題に配分している。デジタル先駆者
は、今後数年間で IT予算に占める定常業務の比率

が約3分の1にまで低下し、一方でイノベーション支
出の割合は26％から38％に増加すると見込んでい
る（図14）。
　しかし、こうした単なる段階的な予算割合の移行
だけでは、真の変革に値しない。そこには何が必要
となるだろうか。CIOが目指す柔軟な ITデリバリモ
デルを実現するためには、反復的な資金調達や、対
象テクノロジーの稼働期間中にかかるすべてのコス
トを加味したライフサイクルに基づく予算編成、そし
てプロジェクトではなくプロダクト思考が必要とな
るだろう。こうした IT資金面における抜本的な変化
は、まだ初期段階にある。我々のコンサルティング業
務の現場では、年度単位のプロジェクトベースによ
る予算編成から、キャパシティに基づく継続予算モデ
ルに移行する IT部門の実例を複数確認している。そ
うした試みが、最初の第一歩となるだろう。
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前進あるのみ
　CIOは正しい意図を持っていたとしても、価値創
造のストーリーを語れるようになるためには、もっと
競い、さらに努力しなければならない。時代遅れの
投資プロセスという負の遺産を抱え、予算の計画・
予測スキルが不十分なことに悩む CIOは多い。予

算や資金調達プロセスを本当の意味で改良し、その
ためのガバナンス構造を確立するためには、CIO自
身が予算策定スキルを習得し、周囲の支援を得る必
要があるだろう。そして、テクノロジー投資において
一貫性のある優先順位づけや評価、さらに説明責任
が果たせるよう働きかけるべきである。要は、なすべ
きことは多々あるということだ。
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の数十年で、タスク型の IT 人材が増えた。
以前は専門性の高いスキルがあれば、キャ
リア全体にわたって特定分野の範囲内で

仕事ができたのである。マネジャーであれば、ビジネ
ス部門との効果的なコミュニケーションや協働する
ためのソフトスキルを伸ばすことに意欲的であった
が、広範囲に拡大した IT 部門の役割をこなすには、
準備不足のまま取り残されてしまった。
　しかし、こうした状況は変わりつつある。IT業務
の中で自動化されるタスクが増え、過去にはキャリ
ア形成の原点であったにもかかわらず、今は使われ
なくなった専門スキルもある。IT部門のミッションが
「構築と運用」から「想像、探求、設計、デザイン」へと

移り変わり、たった数年前と今日では、求められるス
キルが大きく異なる。
　人材需給のギャップを埋めるためには、従来のス
キルセットを刷新して古い慣習を見直し、新たな IT
人材やカルチャーを取り入れる必要もあるだろう。
　これは、技術面と対人面の両スキルを向上させる
意欲や能力を持つ IT 要員にとって、良い知らせとな
るだろう。過去から受け継がれている IT 部門の仕事
の一部は、今後減少すると考えられる。本サーベイ
結果では、IT 部門がフルタイムスタッフの割合を平
均 82％から75％に減らす計画が示唆されている。
一方で、新たな役割（例えばプロダクトマネジャー）
も創出されている。今後も存続する職種は、充実感

とやりがいが伴うものへと質的に変わ
り、IT 要員が新たなテクノロジーやビジ
ネス領域に携わっていく余裕を持つこと
で、ビジネス成果にも好影響をもたらす
だろう6。

求む： 
テクノロジーアスリート
　Sysco Corp.の CTO、Wayne Shurts
は、今日求められる IT人材を「テクノロ
ジーアスリート、つまり好奇心を抱き、テ

こ

第4章

タレントと企業文化を転換せよ

テクノロジー領域が融合し垣
根が曖昧になる中で、サイロ
化された限定的な分野の深い
専門性よりも、周辺スキルを
有機的に結びつけて習得・活
用できる人材が重宝される。
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クノロジーを通してビジネス課題を解決することに
常に目を向けている者」と表現した。テクノロジーア
スリートは、知識力や対人スキルに強く、柔軟性があ
る。そして、新たなテクノロジーが加速度的に流入す
る中で、ビジネス側の要求が常に変化する環境にも
対応でき、そうした適応力に秀でている。
　CIOが人材不足に直面するのは今に始まったこと
ではないが、イノベーションや成長、そしてビジネス

変革を支援するためには、これまでとは異なるスキ
ルの組み合わせが求められている。技術的な専門
性、中でも先端テクノロジー分野に長けた能力の重
要性が変わることはない。ただし、実務知識のある
CIOであれば、ビジネス部門との協働に必要なソフ
トスキルを IT部門が増強しなければならない、とい
う強い意識を持っている。
　今後3年間で CIOが確保することが最も難しくな

　「20年ほど前、SAPエキスパートであることが一種のブランドと見なさ
れ、特定のモジュールに特化する者もいた。当時、ITキャリアとして生涯
やっていくには、それで十分だと考えられていた。そのような時代は終わ
りを告げたのだ。今日必要とされているのは、テクノロジーアスリート、
つまり好奇心を抱き、テクノロジーを通してビジネス課題を解決すること
に常に目を向けている人材である。」

　Wayne Shurts, EVP and CTO, Sysco Corporation

6417
49 54
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タサイエンス、BIであり、またサイバーセキュリティ、
プライバシー、コンプライアンスおよびテクノロジー
イノベーション（先端テクノロジー関連スキル）が次
に挙げられた（図15）。
　現況不足している分野の専門性が求められる一
方、コミュニケーションや対人スキルも必要とされ
る。しかし、STEM（Science, Technology, Engineer-
ing and Mathematics）教育を受けた人材から、技
術的専門性とソフトスキルを同時に見出すのは難し
いかもしれない（図16）。IT人材の採用基準として、
以下の三つのソフトスキルの重要性が高いと考えら
れている。

・創造力、独創性　以下の能力が含まれる：（1）ビ
ジネス課題に対応する製品、サービスおよびソ
リューションをデザインする、（2）魅力あるカスタ
マーエクスペリエンスを開発する、（3）困難なビジ
ネス上の課題を解決するために創造力豊かに考
える、（4）革新的なビジネスアイデアをブレインス

トーミングする。
・柔軟な考え方・認識力　今日、習得スキルの半減

期は 5 年とされる7。異なる観点から考え、新しい
スキルを身につけ、変化に適応する能力が求めら
れる。

・相手の感情を理解する能力（感情的知性）　複数
のビジネス部門をまたいで関係者と効果的に協
働し、影響を与えるためには、優れた対人コミュニ
ケーションスキルと、リレーションを自ら形成でき
る能力を持たなければならない。他部門のリー
ダーと比較して、IT リーダーはこの能力に劣る傾
向が以前の調査で明らかにされている8。

　サービス指向は以前から IT人材に求められてき
たスキルであるが、本サーベイ結果から、今後の重
要性が最も下がる分野と見られている。今日、CIO
の65％が採用時にサービス指向を重視しているが、
将来的にも同スキルを求めるのは52％にとどまる。
一方で、複雑な問題解決、リーダーシップおよびクリ
ティカルシンキングなどのこれまでも必要とされて

認識力
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きたスキルは、今後も引き続き重視される傾向があ
る。
　こうした変化に対応するために、IT人材改革の名
目で数百万ドルを費やし、複数の方法で必要なスキ
ルセットを確保しようと試みているケースもある。本
サーベイ回答者の58％は外部パートナーおよび
サービスプロバイダの人材を活用し、同様の割合で
在籍中の IT要員を再教育している。過半数（56％）
が経験豊富な中途人材の採用を重視しているのに
対し、新卒採用に注力しているのは36％にとどまっ
ている。

好ましい企業文化の醸成
　IT人材面の最大の課題は、テクニカルスキルとソ
フトスキルを最適なバランスで兼備する人材を発掘
し、採用につなげることである。本サーベイ回答者

の60％は、この適正なバランスを特定することがま
ず難しいと回答している。他の共通課題として、新た

　「テクノロジーを通して自組織
を作り変えるためには、IT要員が
人として、またプロフェッショナル
として自己改革し、躍進すること
を後押しできる企業文化がなくて
はならない。さもなければ、我々
が変革を遂げることは不可能で
ある。」
　　　 Reginaldo Pereira da Silva, IT director, 

Thermo Fisher Scientific
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に現存チームを管理し、やる気を出させること
（48％）が挙げられた。
　デジタル先駆者は、人材を惹きつけるカルチャー
の醸成に重きを置いている。自社のカルチャーが、人
材採用の阻害要因になっていると回答したデジタル
先駆者は9％にとどまる。対照的に、平均的な組織
では自社のカルチャーを阻害要因と見なしている割
合が4分の1をやや上回る（図17）。また、デジタル
先駆者は、先端テクノロジーに取組む機会の提供
が、人材を惹きつけて維持することに大いに役立つ
と考えている（平均的な組織の61％に対して
81％）。市場での認知度や評判は、デジタル先駆者
と平均的な組織との間で、人材面で差異を生む大き
な要因の一つである。デジタル先駆者の CIOの半
数は、ITを駆使する革新的リーダーとしての認知度
が人材を惹きつけて維持することに役立つと回答し
たのに対し、平均的な組織では20％にとどまってい
る。
　「2018 年デロイトミレニアル年次調査」では、ミレ
ニアル世代の人材を惹きつけるためには、報酬とカ
ルチャーが重要だと報告されている。彼らにとって
仕事の優先順位は報酬（63％）、前向きな職場文化

（52％）、および仕事環境の柔軟性（50％）であること
が判明した 9。「最高の IT 人材を惹きつけて採用する
ことを目指すのであれば、業界平均の報酬レベルで
手を打つなどという発想はありえない。変化への抵
抗や失敗への恐れというカルチャーを温存させては
ならない。なぜなら、変化を受け入れられない土壌
では、凡庸で停滞した状況に満足しなければならな
いからだ。」と、CHRISTUS Health の SVP 兼 CIO、
George Conklin は述べている。
　柔軟な労働形態や楽しい職場環境など、比較的
容易に取り入れられる特性は重要ではあるが、IT
人材を惹きつけて維持するための決定要因にはな
りにくいと本サーベイの回答者は考えている。

仕事の将来像
　CIOは、持続可能な人材戦略を必要としている。
デロイトによる仕事の将来像（Future of Work）に
関する調査結果から、三つの推奨事項を適用できる

だろう10。

・ヒトとキカイの競争ではなく、協働に重点を置く。
作業コストが高く、生産性が低い分野をはじめと
して、既存の IT業務を自動化し、増強する機会を
探る。
・長期的な人材戦略に賭ける。IT部門がサポート
すべき最も重要なバリューチェーンを特定する。
マーケティング、流通、カスタマーエクスペリエンス
などの分野は、企業競争力の源泉となる。これら
の部門をサポートする IT人材への投資は、ビジネ
スへの多大な効果をもたらすだろう。
・自社ビジネスの社会的影響を提示する。ミレニア
ル世代および Z世代の働き手は、社会や環境が
抱える重要課題に対して、積極的な役割を担う企
業への期待値が高い11。自社がもたらす社会的影
響（ソーシャルインパクト）を強調することは、若い
IT人材を惹きつけるきっかけになるだろう。

勝てるチーム作り
　スポーツの世界では、何年もかけてコーチや監督
が勝てるチームを作る。強いチームには、様々な専
門性、対人スキル、バックグラウンドなど、多様なスキ
ルセットが求められる。熟練したテクノロジーアス
リートのチームも、一朝一夕で組成することはできな
い。
　CIOは、従来のテクノロジーを刷新するにあたり、
当面は深い専門性を持つスペシャリスト集団であり
続ける IT部門が、次のステップへ移行するための期
間を見込んでおくべきである。現組織の IT要員が、
自社ビジネスの将来を左右するデジタルテクノロ
ジーの経験を積むには、時間と訓練を必要とするだ
ろう。そして、IT要員が勤勉な御用聞きから、効果的
な協働者やビジネスの問題解決者へと成長するた
めには、優れた対人スキルを身につけなければなら
ない。
　その一方で、CIOは技術的に優れた才能を持つ
者だけでなく、多様なバックグラウンドやスキルを持
ち、未来の「事業の共同創作者」および「変化の立役
者」となるポテンシャルのある新しい人材にも注目
するべきである。
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ダイバーシティ&インクルージョンの重
要性
　多様性（ダイバーシティ）と包括性（インクルー
ジョン）のある職場環境を推進することが人材
獲得競争に勝つ鍵になるとの認識から、最近で
は、ダイバーシティ&インクルージョン（D&I）プ
ログラムに投資する CIOも増えている。CIOの
87％はダイバーシティ&インクルージョンにコ
ミットしており、本サーベイ対象となった米国
CIOの過半数（58％）が職場のダイバーシティ&
インクルージョンを推進する公式なプログラム
を導入している（図18）。

　他の調査でも、才能ある女性、マイノリティお
よびその他の少数派グループに属する人々を含
む多様性のある労働力は、より優れた成果を生
み出すことが明らかにされている12。例えば、多
様性のある企業は、多様性のない企業よりも、
新しい市場をとらえて市場シェアを伸ばす傾向
が高い。そして、多様性を持つチームの従業員
は、思い切った試みを実行し、現状を打破し、ア
イデアを製品化することに優れている傾向があ
る13。

　また、多様性を持つチームや次世代リーダー
の卵を育成することは、止むことのない IT人材
不足と格闘する CIOの助けになるかもしれな
い14。ミレニアル世代および Z世代の働き手は、
多様性に富んだチームや経営層が尊重されて
いる企業に対して、好印象を抱いている15。こう
した特性を活かすことは、新たな先端テクノロ
ジーを使いこなすデジタルネイティブの若者を
惹きつける魅力の一つになるであろう。

　多様な経験および包括性の価値を認め、推進
することにより、優れた成果をもたらす IT人材
を惹きつけて維持し、デジタル時代に不可欠な
競争力を備えたチームづくりにおいて、CIOは
優位に立つことができる。
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エイトトレーニングの経験者であれば、お
そらくトレーナーからコア（体幹）を鍛えろ
とアドバイスされたことがあるだろう。安定

したコアなしでは、脚力や腕力があったとしても、1
回のデッドリフトを行うことすら苦戦を強いられる。
デジタルや先端テクノロジーについても、同様のこと

がいえる。堅牢なテクノロジー要素一つひとつの積
み重ねなしには、それらのポテンシャルを発揮する
ことに苦闘するだろう。
　今後3年間でビジネスに大きく影響すると考えら
れているテクノロジーは、デジタル、データ・アナリ
ティクス、先端テクノロジーといったフロント業務領

ウ

第5章

強靭な基幹（コア）を再生する

セクション3：先を見据える
　経営層は、カスタマーエクスペリエンスに変革をもたらし、製品イノベーションを推
進し、業績を押し上げる新たなデジタルテクノロジーという、光り輝く側面に目を奪
われやすい。しかし、表面に見えているのは、「デジタル」という名の氷山の一角に過
ぎない。

　CIOは、その水面下に何があるのかを特定し、その意味を理解できるよう考察する
べきである。基幹領域のテクノロジーは、デジタル経営戦略の土台となる。そして、イ
ノベーションに対して計画的で体系的なアプローチをとることで、破壊的なケイパビ
リティを率先してビジネスに取り込むことができる。
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域に関連するものが上位を占める（図19）。また、こ
れらのイニシアティブがサイバーセキュリティ、基幹
システム、クラウドを包含する堅牢なコアテクノロ
ジーという屋台骨の上に構築されるべきだ、という
理解も浸透している。

安全第一
　一般的に「サイバー」は、セキュリティとプライバ
シーの略式表現として使用され、経験豊富な経営層
でさえも困惑するテーマの一つである。現況のサイ
バー対策は事後対応が中心で、コンプライアンス基
準や法令遵守の強化といった保護・予防にリソース
をかけることが多い。

　いまだにセキュリティ、データ保護をオペレーショ
ン上の「費用」というレベルでしか見ていない組織が
多い（図20）。サイバーセキュリティを、業務上不可
欠なオペレーションまたは個人情報を保護するため
に必要な戦略的「投資」として扱っているのは、本
サーベイ回答者の約半数にとどまる。デジタル
ジャーニーの先陣を切っているデジタル先駆者は、
平均的な組織よりも、サイバーセキュリティを戦略的
資産とみなす傾向がある（57％対49％）。
　ただし、組織がセキュリティや広範なリスク全般か
ら目を背けているという意味ではない。約半数の
CIO（53％）が、直近の経営会議の場でサイバーセ
キュリティについて議論している。また、デジタル施
策に必要なサイバー投資について、69％の回答者
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が一定レベルの、または完全な理解があると回答し
ている。「サイバー予防の価値を評価することは難し
い。しかし、いったん組織内にその潜在的影響を認
識させることができれば、こうした投資の必要性が
理解されるだろう。」と、ペンシルベニア州 Employ-
ment, Banking, and Revenue Delivery Centerの
CIO、Dave Naisbyは言及している。
　規制およびコンプライアンス、オペレーションリス
ク、財務リスク、そしてレピュテーションリスクさえも
含む、異なる次元の「リスク」を包含するような、サイ
バーセキュリティの範囲を超えた戦略的な見方が必
要になるだろう。この最後の一片が、このところ議論
が活発化しているテクノロジー導入による社会的影
響、倫理、道徳のほか、新たなテクノロジー倫理とい
う話題への示唆となる。
　リスクの抑制は、もはや単なる ITシステムの運用
上の懸念事項ではなく、経営課題であり、戦略上の
必須事項である。あらゆるステークホルダーは、デジ
タル施策から派生する機会およびリスクについて理
解しなければならない。組織のリーダーは、積極的
に自組織の保護と、新しいビジネスモデルおよび戦

略導入とのバランスをとるべきである。

高性能インフラへのアップグレード
　自社のレガシーシステムには、イノベーションや拡
張性の鍵となるアジリティ（変化に対応するための
俊敏性）が欠けている事実を、CIOも認識している。
本サーベイ回答者の多く（64％）は、既存システムの
限界に対処するため、次世代 ERPを導入するか、レ
ガシープラットフォームの刷新・再構築に取組んでい
る。「高性能インフラを調達できないのであれば、プ
ロジェクトやイニシアティブは諦めることだ。確固た
るインフラを持たなければ、誰にも信用されないだ
ろう。それがコアだ。」と、US National Institute of 
Allergy and Infectious Diseases の CIO、Mike 
Tartakovskyは強調している。
　平均的な組織と比較すると、デジタル先駆者は
パッケージシステム（ERPなど）導入に重点を置く比
率が低い（47％）。その理由は、基礎的な投資をすで
に終えているからだと考えられる。また、デジタル先
駆者は、一般的な組織よりも、デジタルサプライネッ
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トワークおよびデジタルファイナンスへの注力度が
低い（図21）。
　多数の CIOは、レガシーモダナイゼーションへの
取組みを推進する能力に自信を持っている。本サー
ベイ回答者の65％が、自社に必要な変革や投資（両
方またはどちらか）について、一定レベルの、または
完全な理解をしている。CIOは組織のリーダーとし
ての立場から、実装という範囲を超えて、ITインフラ
を刷新する目的は、自社の成長やビジネス変革を支
えることにあると自らの理解を深めるべきである。

　「競争力を高めるためには、
我々を取り囲む四方の壁の向こ
うを見据えて製品開発チームと協
働し、我々の先にあるエンドユー
ザーが求める新しい製品やサー
ビスに、アナリティクスや先端テク
ノロジーをどう適用できるかを見
極める必要がある。」

　　　 Johnson Lai, CIO, NuVasive

クラウドの活用
　ビジネスの現場でクラウド化の全面適用を受け入
れることができれば、デジタル変革をさらに推し進
めることができるだろう。こうした動きは広がりつつ
ある。本サーベイ対象となった CIOの90％が、自社
内で何らかの用途にクラウドコンピューティングを
使用している。これはまだ、ほんの始まりに過ぎな
い。CIOは、IT費用におけるクラウド投資の割合が、
現在の22％から今後3年間で2倍の44％になると
予測している。現在すでに3分の1近くの CIO
（32％）が、ミッションクリティカルな業務アプリケー
ションをクラウドインフラ環境で稼働している。
　スケーラビリティ（拡張性）の増強（75％）、および
ビジネスアジリティ改善（72％）が、クラウドの主な
導入理由である（図22）。以前のサーベイ結果では、
CIOはクラウド上でのデータ保護やオペレーション
保証に対する懸念を払しょくできずにいたが、こうし
た不安は取り除かれつつあるようだ。むしろ、本サー
ベイ回答者の34％は、今ではクラウドをセキュリ
ティ強化のための手段と見なしている。
　コスト削減がクラウド導入の主な動機となる CIO
も一定割合を占める（44％）。しかし、デロイトが実

19
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を管理する適切なガバナンスプロセスがなければ、
総コストが上昇しかねない、と警告する CIOの声も
多く聞かれた。これは憂慮すべきことである。実際、
テクノロジー投資の影響を評価するプロセスを体系
化している CIOは、約5分の1にとどまっている。

投資バランスの維持
　デジタル化を支援するためには、CIOはフロント
業務とバックオフィス業務の双方向へのシステム投

資のバランスをとるべきである。バックオフィス業務
に対する単独の投資を求めるビジネスケースは、受
け入れ難いこともあるだろう。一方で、デジタル化と
いう大望を支援するためには、サイバー、レガシーモ
ダナイゼーション、クラウドなどのコアテクノロジー
への投資を怠ってはならないという共通の認識も浸
透している。こうしたコアテクノロジーへの投資は
単独の経費としてではなく、むしろフロント業務領域
のデジタルテクノロジーへの投資と、密接かつ戦略
的に統合して計画・実行していくべきである。
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ュートンがリンゴの木の下に座る。アルキ
メデスが浴槽につかる。アインシュタイン
が特許事務所のデスクで空想にふける。人

知が飛躍するとき、歴史は発見の瞬間で色づけられる。
　トーマス・エジソンは、ひらめきに頼るよりも計画
的なアプローチを選び、むしろイノベーションを再現
可能な継続的プロセスだと考えた。米国ニュー
ジャージー州に設立されたメンロパーク・エジソン
研究所は、テクノロジーイノベーションを持続的に起
こし、その商業化を目的として、当時の最先端テクノ
ロジーを駆使してデザインされた最初の産業研究
所であった 16。
　もちろん、今日のテクノロジーイノベーションのス
ピードはエジソンの産業化時代よりも格段に速く、
産業界やビジネスにもたらす影響の大きさや波及す
るペースもまた然りである。しかし、エジソンのイノ

ベーションモデルに根づいた精神からは、今でも学
べることが多い。エジソンのように継続的なオペ
レーションの一環としてイノベーションに臨むこと
で、ビジネスや社会を変革しうるテクノロジーを習得
し、優先順位をつけ、そして実験的な取組みやスケー
ルアップ（対象範囲の拡大）が可能になるだろう。

想像力の喚起
　CIOは多かれ少なかれ、新たなデジタルテクノロ
ジーが企業にもたらす潜在的影響に気づき始めて
いる。2016年時点では、3年以内に先端テクノロ
ジー（AI、ロボティクス、AR/VR）が自社ビジネスに重
大な影響をもたらすと予見した CIOは17％に過ぎ
なかったが、この割合は2018年には2倍以上の
40％になった（図23）。CIOは、AI・機械学習、IoT

ニ

第6章

イノベーションを産業化する

　「IT部門はイノベーションを起こすしかない。さもなければ、滅びるだ
ろう。テクノロジーがまるで瞬間移動するかのごとく急速に前進する一方
で、人間は直線的に進んでいる。そこで、イノベーションが鍵となる。うま
くイノベーションを取り入れるためには、デジタルというレンズを通して
ビジネスについて考えるべきだ。」

　 Sara Mathew, board member, Campbell Soup Company
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セス・オートメーション）への積極的な投資を計画し
ている。デジタル先駆者の CIOは、平均的な組織の
CIOよりも、はるかに AI・機械学習を自社に取り入
れる意欲が高い。デジタル先駆者には、様々な先端
テクノロジーの影響をあえて受けることを許容し、適
用範囲を増大させてメリットを享受しようとする環
境や考え方が備わっているからだろう（図24）。
　こうした先端テクノロジーへの賭けが、ビジネス
部門の期待する ROIを確実に達成するには、CIO

は何をすればよいのか。そして、加速し続ける新たな
テクノロジーを先読みするためには、どうすればよ
いのか。

より良いひらめきのヒント
　ユースケースや拡張性について熟考せずに先端テ
クノロジーに手を出したり、基本的な構想がないま
ま複数のスタートアップへの投資を広げたり、パート
ナー企業や外部ベンダーの集合体が実態となる旧
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来のエコシステムに依存し過ぎるなど、無鉄砲にイ
ノベーションに取組もうとする企業も多々ある。意
味のあるビジネスストーリーを見据え、企業全体へ
の拡張計画ありきで、新たなテクノロジーやユース
ケースを次々と創出しているような事例はまだ少な
い。ましてや一貫性があり、統制がとれたイノベー
ションプログラムを実施できている先例は、ほんのわ
ずかである。
　第三者を巻き込んだ公式なプログラムにより、結
果を出すこともできる。「互いに利益をもたらすウィ

ンウィン（Win-Win）関係を維持しながら、エコシステ
ムのパートナー企業と建設的に協働することは重要
な意味を持つ。関係者間で連携する今後の取組み
が、当 社の本 当の競 争 力 へと昇 華し続 けるだろ
う。」と、Blackrock Closed-End Mutual Funds の
役員、Catherine Lynch はコメントしている。
　計画性があり、反復やスケールアップが可能なイ
ノベーションプロセスを CIO が開発するには、以下
の四つの問いへの答えを出すことが手がかりになる
だろう。

ブローカー・
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る ・周囲を観察し、感知する：何が起きているのか。

マーケットにおけるテクノロジーの進歩について
幅広く知り、重要なプレーヤーを特定する。従来の
業界で区切られた境界線の先を見据えて、アイデ
アや視点を見出す。隣接領域で潜在的な競合相
手が出現する可能性に目を光らせる。助成金およ
び特許権、政府機関の研究調査、買収、ベン
チャー投資に関する最新の動きを追う。
・リサーチする：何が可能か。新規事業に発展しそ
うなテクノロジーを選別する。業界内外で他社が
行っていることを明らかにする。新たなオファリン
グの開始、競争優位性の強化、コスト削減や業務
効率化のためのテクノロジーの適用について、規
模の大小を問わずアイデアを出し議論する。自社
のビジネス環境で実現可能なソリューションにつ
いて把握し、イニシアティブのスポンサーとなるス
テークホルダーを発掘する。 
・探求する：何に価値を見出せるのか。将来性のあ
るユースケースを開発する。実験段階に移行させ
る価値のあるアイデアを優先し、初期のプロトタイ
プを構築する。ユースケースが期待に沿ったもの
であれば、勝利をもたらすイノベーションを発見した
といえるかもしれない。この段階で、自社の経営戦
略やデジタル戦略と合致しないアイデアを淘汰す
るには、強固なガバナンスが必要となる。さらにス
テークホルダーが持つ方向性と同期をとり、説明
責任や成功の評価基準を定めなければならない。
・実証実験する：何が実行可能なのか。ここが気を
引き締めて取りかかるべきところである。概念的
な実証実験から、実物の試作段階へ移行する。ス
ピーディに反復（アジャイル開発）することで、何が
実行可能かを効率的に判断することができる。ど
のようなチャレンジを乗り越えなければならない
か。当初の発想を超える優れた価値はどこにある
のか。全社展開へスケールアップするには何が必
要となるのか（図25）。

　確実なユースケースがあり、見込みのある実証実
験を経ていても、徹底的なテストを実行し、実際にス
ケールアップできるかどうか、対象となるイノベー
ションについて精査しなければならない。主力事業
とは分離独立したイノベーションセンターを設置し、
新規事業の育成・拡大に特化する人材を充足させて
いる例もある。こうした専用施設では、イノベーショ
ン施策を本番稼働させる前に、コンセプトを検証・強
化・確定できるため、企業リスクの低減にもなる。イ
ノベーションハブやベンチャーイベントの後援を通じ
て、有望なアイデアを感知・把握し、調査・探求に乗

り出す企業も存在する。
　「我々は、新たに出現する変化やトレンドへの対応
スピードを最速化しなければならない世界に突入し
ている。そして、この世界では、実験してみることが
専門知識を持つことよりも重要だ。先端テクノロ
ジーを予測し、それに賭けることは容易ではない。し
かし、実験を繰り返し、マーケットの兆しを読み取る
ことに優れたモデリングや、物事がどう進むのかを
先読みする能力があれば、組織が方向転換し変化を
遂げる時、役に立てるだろう。」と、オーストラリア・コ
モンウェルス銀行の元 CIO、David Whiteing は述
べている。
　企業がイノベーション創出に向けた新たな取組み
に着手する際、一貫性があり構造化されたプロセス
が確立されていれば、新しいアイデアが創造・共有
されやすく、実証実験も進めやすい。また、ビジネス
戦略との整合性や、実現可能性と拡張性も発揮され
やすい。逆に一貫性のあるプロセスが欠如した無秩
序な状態では、イノベーションやアイデアの根源が
サイロ化された環境に閉ざされてしまい、混乱が生
じる。その結果、優先順位づけや投資判断、そしてガ
バナンスの効力がなくなってしまうであろう。

成功への準備
　さて CIO自身は、テクノロジーが先導する計画的
なイノベーションの枠組みのどこに組み込まれるの
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だろうか。
　多くの場面で、IT部門が先頭に立つことに大きな
期待が寄せられている。平均的な組織では、市場ト
レンドやディスラプションを理解し（72％）、ビジネス
現場での用途を見極め（62％）、プロトタイプを開発
し（48％）、エコシステムパートナーやベンダーを選
定する（46％）ことも IT部門に期待されている。デ
ジタル先駆者においても、同様の傾向が見られる
（図26）。
　上記の傾向は、周到な準備をしてきた CIO が、社
内にデジタルイノベーションの息を吹き込み、目標
を定め、その必要性を正当化できるビジネスパート
ナーおよび共同創作者へと、立場をステップアップで
きることを示唆している。有能なイノベーションリー
ダーは、自身の役割をレベルアップする好機に備え
るために、以下のような努力を重ねていることだろう。

・自社ビジネスの将来を構想するために、個人的資
質や能力を磨く。

・テクノロジーの解説者、インフルエンサーおよびビ
ジョナリーとして、ビジネス部門の同僚から信頼
を得る。

・ITのデリバリモデルを、アジャイルで環境変化に
対応しやすく、ビジネス成果に結びつくものに変革
する。

・ビジネス要件が移り変わり、新しいテクノロジー
が猛スピードで流入する環境で揺るぎない存在と
なるために、知性、対人スキル、柔軟性、意欲のあ
る IT人材を惹きつけて育成する。

・今後数年、ことによると何十年にもわたって、ビジ
ネスのデジタル化という自社の野心を引き出し、
その守護と支援に回り、また実現に向けて柔軟に
ビジネス要件を満たせるような基幹システムに投
資する。

　こうした準備や努力を積み重ねてきた CIO は、止
まることのないイノベーションを自社やマーケットに
もたらす計画的なアプローチに着手し、すでにリー
ドできる体制を整えているかもしれない。イノベー
ションプロセスを産業化することによって、市場の過
度な期待に惑わされず、CIO が事業の共同創作者
もしくは変化の立役者として自らのレガシーを打ち
出せるであろう。ひいては IT 部門がテクノロジーの
実証実験やテストによって、その実現性を検証し、最
終的には自社のビジネス価値を創出できるだろう。
出遅れてはいけない。ライバルたちは、自らの CIO
レガシーを実現するために、もうすでにデジタル時
代の先を見据え始めているのだから。
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優先課題の変遷

　過去3回の本サーベイ結果を振り返ると、世界の
CIOから見た自社の経営課題は「業績」が首位とな
るか、もしくは他の項目と僅差で上位3位以内の優
先課題として挙げられた。一方で、日本の CIOが「業
績」を第1の経営課題として意識するのは本年が初
めてとなった。また、日本では第2の経営課題として
「人材」が挙げられ、IT人材不足が深刻化する自国
の業界動向とCIOの課題意識が一致する結果と
なった（図44）。
　これまで日本の CIOや IT部門が「業績」を重視す
る傾向は低く、「イノベーション」や「コスト」、「顧客」
が相対的に比重の高い優先課題であった。日本の
CIOが他国と同様に「業績」を最優先課題と回答し
た割合が例年になく高かった背景として、本サーベ
イ参加者に各業界を代表する大手企業が多数含ま
れ、またそういった企業で決定権を握る CIOの意見
や、デジタル変革や IT組織再編が待ったなしの状況
でリーダーシップを発揮しはじめた CIOの存在が影
響したのではないかと考えられる。
　こうした役員職の CIOは、毎期の業績推移や経
営計画を念頭に IT投資のあり方や管轄組織の価値
は何かを再定義する立場に置かれている。日本では
テクノロジーの重要性を理解する経営層が圧倒的
に少なく、経営と ITの方向性や投資判断を同期させ
ることのハードルは依然として高いことが実態では
ないだろうか。

デジタル先駆者の特徴

　デロイトでは、全社横断で明確なデジタル戦略や
ビジョンを持ち、かつ IT部門がイノベーションや変
化の推進役を果たす「マーケットリーダー」である企
業を「デジタル先駆者（Digital Vanguard）」と定義し
ている。本サーベイの分析結果では、対象企業の約

1割が「デジタル先駆者」に位置付けられた（図
27）。
　世界では全社規模でデジタル戦略を持つ企業は
全体の2割を超え、社内の一部や IT部門内で策定・
実行中の企業が約4割と最多層となった（図29）。
日本ではデジタル戦略を策定中の段階にある企業
の割合が34%とやや高い（世界の同割合は25%）。
この策定中の期間が長期化し、実行に移せない事態
を回避するには、「フェイルファースト（Fail fast）」の
思考を取り入れ、早期に小さな失敗を経験して次に
活かすアプローチを実践し、そうした行動が評価さ
れる組織づくりや環境整備が重要となる。経営の視
点からもまた、単に顧客のエクスペリエンス最大化
や新たなイノベーションを追い求めるだけでなく、そ
こから利益を生み出すべく果敢に実行に移していく
ことが求められる。そのためにも小さな失敗を恐れ
ず、むしろ早い段階でうまくいかなかった原因を解明
し、そこからの学びを次の行動に素早くつなげるべ
きである。
　IT部門が「マーケットリーダー」と評価される企業
は全体の1割を超え、世界では「マーケットリー
ダー」には達せず2番手の存在となる「ファースト
フォロワー」が最多の4割を占めた（図28）。日本企
業の場合、IT部門が保守派に位置する割合と、
「ファーストフォロワー」の割合がどちらも約3割と
なった。
　レポート本編では、「デジタル先駆者」は「平均的
な組織」と比べてどのような違いがあるのかいくつ
かの観点から分析している。日本企業との主な違い
として、以下があげられる。

【デジタル先駆者の特徴】
・最優先課題は「イノベーション」（図44）
・IT予算に定常業務が占める割合は半分未満（図

37）
・経営層との戦略会議が、先端テクノロジーについ

日本のリサーチ専門家の見解

デジタル変革の荒波を乗り越えるには、早期に失敗から学び、行動あるのみ

日本の見解
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ての議論の場となっている（図33 デジタル先駆
者：82%、日本：39%）
・市場トレンドやディスラプションを理解する役割を
期待されている（図43 デジタル先駆者：78%、日
本：42%）
・有能な IT人材の獲得および定着化のための具体
的な施策に取り組んでいる（図40）

　AI、RPA、IoTといった新3種の先端テクノロジー
への注目度や投資意欲は、実は日本のCIOも世界の
「デジタル先駆者」に劣っていない（図42）。これらが
業界全体に及ぼす威力や自社にとっての投資効果、
逆に投資しないことによる機会損失を先読みし、経
営層を説得することが CIOの重要な責務の一つで
ある。他社事例調査や実証実験はある程度のシナリ
オが見えた段階で切り上げ、早期に本格導入の展開
に切り替える道筋をつけていくべきであろう。

求められる IT人材・リーダーシップとのギャップ

　2015年に約17万人だった日本の IT人材不足は、
2025年には約43万人にまで拡大すると推計され
る1。世界の AI、セキュリティ、データサイエンティスト
等の人材は軍事産業、民間企業、ITベンダー間の
熾烈な獲得競争へと発展しており、各企業・機関と
もに採用・定着化のための策を講じている。
　「デジタル先駆者」は、機会提供や環境整備面で
進んでいるのに対して、日本企業は有能な IT人材

が活躍できるような制度・待遇面で後れているばか
りか、自社のカルチャー・風土が阻害要因となってい
るとの回答率が全体の3割を超えた（図40）。IT部
門の最優先課題は「IT人材・カルチャーの育成」との
回答結果もあり、例年上位となる「ビジネスプロセス
の改善」をやや上回った（図45）。
　また、日本企業が将来重視する IT人材のソフトス
キルとして、「リーダーシップ・マネージメント能力」や
「複雑な問題を解決する能力」が突出している（図
39）。さらに、ITリーダーの要件として、日本では「高
いパフォーマンスを発揮するチームマネジメント」に
次いで「困難を乗り越える勇気と気概」があげられ
た点が特徴的である（図32）。こうした企業が求め
る条件と、提供機会や環境にギャップがある限り、最
良の人材ニーズを満たすことは難しい。デロイトの
他の調査でも、労働力の変化に着目した本質的な
議論がなされていないという分析結果が出ている2。
　勿論、自社では補いきれないリソースは他社との
協業・連携に頼る選択肢もあるが、競争力となるデ
ジタル機能は内製化する意向を持つ企業が増えて
いる。「人材」が優先すべき経営課題の一つとなって
いる今こそ、既存の事業モデルや組織の延長線上で
はなく、最適な IT人材の確保・育成にも便宜をもた
らす組織変革、働き方改革や、自動化・ロボティクス
化が進行する未来の ITワーカーのあり方について
考えなければならない。課題を次世代に先送りする
のではなく、素早く行動に移す「ムーブファースト」が
今ほど問われるべき時世はない。

寄稿者
柏木　成美　リサーチマネジャー

米系のコンサルティング会社及び調査会社を経て
現職。テクノロジーリサーチのチームリーダーを務
める。国内外のテクノロジートレンド、IT投資動向、
テクノロジー戦略、ITソリューションに関する豊富
なリサーチ経験を有する。
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基幹のリプレイスは本当に必要か？

　2018年のグローバル CIOサーベイの結果におい
ても、理想とする CIOパターンと現在認識している
CIOパターンとのギャップは依然として大きなもの
がある。「事業の共同創作者」を理想としつつも、「頼
りになるオペレータ」の位置付けのままというのが
実態である。テクノロジーを駆使した事業推進役を
IT部門に期待する経営者が多いものの、直面する多
くの課題により期待に応えられていない、あるいは
取組みのスピードが遅いといった状況の企業がほと
んどである。
　期待に応えられていない要因の一つとして、デジ
タライゼーションなどの新たな取組みに応えようと
しても、基幹システムの維持・運用が重荷となり、IT
投資や人的リソースのシフトが思うように進まない
という状況が挙げられる。基幹システムが安全で継
続的に運用できていないと、いかに華々しく最新テク
ノロジーを活用しビジネス成長をけん引したとして
も CIOの責務としては評価されないのである。
　「頼りになるオペレータ」から「事業の共同創作
者」へ変化する第一歩を踏み出すためには、重い基
幹から脱却することを真剣に考えることから始まる。
システムの延命措置に執着したままでは、重荷と
なっている基幹システム維持・運用は従前のままで
あり、依然として「事業の共同創作者」に向けた一歩
を踏み出せない状況は変わらない。

クラウド化は有効な選択肢となり得るか？

　基幹システムの維持という重みから脱却する一つ
の選択肢として、クラウド活用を積極的に検討する
ことも必要である。いくつかのクライアントと会話す
ると、「保守切れによる単純なアップグレードでは経
営者に投資の意義とその効果を説明できない」、「ク
ラウドを利用しても現状の ITコストが低減できな
い」といった相談を受けることがある。
　コスト削減への期待のみをクラウド活用の目的と
据えてしまうと、意思決定を迫る材料としては不足
感が否めない。結果として、基幹システムをクラウド
化する思考が薄れ、重い基幹を重いまま移行する思
考の呪縛から逃れられない日本企業がまだ多いの
ではないかと感じる。

　2018年にデロイトが実施した企業のアウトソーシ
ングに関する実態調査においては、93%を超える企
業が何かしらの領域でクラウドを活用もしくは検討
しており、すでに最新テクノロジーでも戦略性の高い
取組みでもなく、ビジネスを推進するための現実的
な選択肢の一つとなっている結果が出ている3。ま
た、2016年の同様の調査においては、「コスト低
減」がクラウド活用目的の1位として挙がっていた
が、2018年の調査においては、「イノベーションのた
めの触媒」あるいは「マーケット進出に対するスピー
ド向上」などがクラウド活用目的の上位を占めた 4。
クラウド活用の意義を、今まで以上のスピードによる
商品・サービスのリリースの実現や従業員の新たな
アイデア創出、生産性向上に寄与するものと海外の
企業は捉えている。この結果からも分かるようにク
ラウド活用でコスト低減を期待するのではなく、企業
のイノベーションを起こす起爆剤としてクラウドを活
用するという思考に、たった2年で海外企業はクラウ
ド活用の捉え方を変化させている。
　もちろん、個人データ保護や事業継続性などの面
で十分な考慮は必要ではあるが、基幹システムにお
いてもクラウドを活用する事例は今後増えていき、将
来は当たり前な状況になっていくと想像できる。コス
ト削減目的だけの選択肢としてクラウド活用を検討
するのではなく、クラウド活用によって引き起こされ
るビジネスへの貢献や IT運用体制の見直しを、今
仕掛けていかなければ、向こう四半世紀同じ課題を
抱えたままの「頼りになるオペレータ」に留まってし
まうのではないだろうか。

どのように基幹の重みから脱却するのか？

　技術者不足やブラックボックス化した現状システ
ムのリスクを考えると、基幹システムをすべてクラウ
ド移行することは、非常に難しい判断が求められる
のではないだろうか。
　基幹システムをクラウドへマイグレーションする手
法はいくつかあるが、リフト＆シフト（Lift and Shift）
という IaaS環境へリホストするアプローチを選択す
ることもマイグレーションの第一歩として有効な手
段と考える。簡単に言うと、第1ステップとしてブラッ
クボックス化・複雑化した仕様のまま、大きな機能変
更を伴わずクラウド環境に移し、第2ステップとして、

日本のコンサルタントの見解

レガシーモダナイゼーションから始まる IT組織変革を推進すべきである
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SaaS利用あるいはクラウドネイティブ環境の構築な
どへマイグレーションを図るというアプローチにな
る。基幹システム移行のリスクを抑え段階的な移行
を行うことで確実性を高めることができる。
　いきなりすべてをクラウド移行するのではなく、ア
プリケーション機能は重いままではあるが、インフラ
環境や開発言語などをマイグレーションすることで、
まずは汎用的な技術に移行して、技術者確保の容易
性を高めるなど、部分的にシステムを軽くしておき、
その後に複雑化し重くなったアプリケーション機能
を本格的にクラウドにしていくアプローチである。
　デロイトの事例では、欧州の運輸企業において、リ
フト＆シフトのアプローチにより、技術者不足や運用
費の高止まりなどの課題を解決した事例がある。デ
ロイトが提供するマイグレーションツールを活用し、
メインフレームで稼働している古い言語で視認性の
低い UI（ユーザーインターフェース）システムを、
Java言語でWebベースの UIシステムへ自動で
IaaS環境へマイグレーションするプロジェクトを実
行した。検証パイロットを6週間という短期間で実
行し、将来的にクラウドネイティブな環境の構築を目
指している。
　基幹システムのクラウド移行に関しては、クラウド
化するスコープ、IT部門メンバーやベンダー要員、
データ保護、災害対策、コスト、現行システムのライ
フサイクルなどの観点を考慮し、チャレンジとインパ
クトを明確にして入念な計画を立てて進めていくこ
とが必要となる。
　米国では、オンプレミスで稼働しているシステムか
らクラウドへマイグレーションするニーズが2018年
に入ってから急激に多くなってきている。日本企業にお
いても基幹システムのクラウドマイグレーションを真剣
に考えるタイミングに来ているのではないだろうか。

何から手をつけるべきか？

　日本の企業においては、基幹システムを四半世紀
使い続け、維持・運用コストの高止まり、仕様のブ
ラックボックス化、機能建て増しによる複雑化、シス
テムを理解している従業員の高齢化など多くの課題
に対しどこから手を付けるべきか悩み、思考停止し
ている企業が多い。CIOとして、限られたリソースを
前提にどのように取組みの優先順位を決定していく
のか手腕が試されている。
　ビジネス環境の変化に追随するためのグローバ
ルを含めた IT部門のあるべき姿の再定義が求めら
れ、ITコスト低減に対するプレッシャーの中で、効果
的な IT投資を期待する声が高まっており、今後の向
かうべき方向性に対して明確なビジョンが描けない
状況に陥っている CIOもいるのではないだろうか。
　また、複雑に絡み合った課題に直面し、どのように
現状から前に進んでいくべきか悩んでいる新任の
CIOもいるのではないだろうか。CEOや他の経営層
からの期待理解、組織内メンバーのケイパビリティ
把握、現行システムやオペレーションの課題理解な
ど、周囲を見渡し、理解し、将来像を描き、取るべき
施策を考えていくことを就任早々行うことが求めら
れる。
　デロイトでは、そのように複雑に絡み合った課題
解決や今後向かうべき方向性を検討している CIO
に対して、打つべき施策をコンサルタントとワーク
ショップ形式で議論しながら1日で立案する「CIO 
Transition Lab」という支援プログラムを提供してい
る。このような場を活用して迅速に戦略立案を進め
ることも有用な手段と考える。

寄稿者
山本　有志　執行役員　パートナー

多様な業界に対して、IT戦略立案、IT 組織改革、
グローバル ITガバナンス強化、IT 投資コストマネ
ジメント高度化等の Technology Strategy & Ar-
chitectureに関するコンサルティングに従事。企業
の戦略実現を左右する大規模 ITプロジェクトのマ
ネジメント経験も多く、戦略から開発・運用まで IT
ライフサイクル全般の知見を活かし、CxOに対し
てアドバイザリーサービスを提供している。
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本当に“攻める側”に回れるのか

　「何％の予算を戦略的領域に投入できている
か？」これは、本サーベイにおいて毎年インタビュー
している項目の一つである。
　この問いに関して、2016-2017年のサーベイでは
新規投資の割合が「3割以下」であったものが、
2018年は「4割強」と改善傾向にあるように見える
（図37）。一方、経済産業省の調べでも、「4割を超え
る企業が、予算の9割を既存のシステム保守に充て
ている」という数字が出ていた 1。一般の TVニュース
ですら、新しいテクノロジーの活用ケースについて紹
介する昨今にも関わらず、この“攻め”に対する低い
IT投資レベルが意味するものは何か。企業間の競
争が国境や業界・業態を超えて激化する中にあって
もなお、新しいものを軽んじ、古いものに重きを置い
たままになっているのだろうか？それとも、新興企業
のみが先進的なテクノロジーのメリットを甘受し、そ
れが目立っているだけなのであろうか？
　確かに、新しいテクノロジーについては、安価で容
易に利用できるものが増えているのも事実である。
どこの企業でも利用が当たり前になりつつあるクラ
ウドサービスはその最たる例であるし、かつて設計・
デザインに使われていた CADは、今やハードウェア
的に卓越した性能を必要とせず、操作も直感的かつ
容易なデジタルリアリティ（DR：Digital Reality）にシ
フトしつつある。
　だが、どのような IT投資であっても、結局その大
部分を占めるのは、開発よりも運用コストであり、テ
クノロジーそのものというよりも、保守に関わる人件
費であることに疑う余地はない5。では、予算も限ら
れ、人材も限られる中、いつ、どうやったら、標準的な
従来型の企業も、真の意味での“攻め”に舵を切るこ
とができるのだろうか？私が考える、「攻めに舵を切
る」ための施策は二つある。トップからの意識改革
と、ビジネス部門の Tech Fluencyの向上である。

施策1：ビジネスを含むトップからの意識改革

　無論、本サーベイを読んでいただいている多くの

方は、CIO、あるいは ITやデジタル部門の要職を担
われている方であり、そもそもこうした“守りからの
転換”に対する高い関心をお持ちの方ばかりであろ
う。そういったみなさんは、これまでの CIO サーベイ
で述べているような、「頼りになるオペレータ」を卒
業し、「変化の立役者」や「事業の共同創作者」にな
らねばならないという意識を、既に十分お持ちのこ
とと思う。
　ただ、いくら IT部門のトップあるいは現場の責任
者がそのような意識を持ったとしても、変化を起こす
のは至難の業である。なぜなら、多くの企業では、投
資判断の決定権は IT部門にはなく、年単位の予算
をビジネス部門主導で編成しているためである。つ
まり、CIOだけでなく、CEOや CFO、COOなどの、
ビジネスの執行サイドにいる CxOクラスに対する意
識改革を行ってこそ、初めてテクノロジーを活用した
“攻める”体質に変わることができるのだ。口で言う
ほど簡単ではなく、社内でこの変化を起こすのはな
かなか骨が折れる作業だ。役職の序列や発言力な
どを考慮すると、正しいことを正しく伝え、また正しく
理解してもらうということは、自身のクビをかけて
チャレンジせねばならないほどの取組みになってし
まう。
　であれば、どうするのが良いのであろう。例えば、
デロイトではグローバル規模で「CxO Program」と
いうサービスを展開している。この「CxO」には、
CEOや CFO、CHRO、そしてもちろん CIOも含まれ
る。この CxO Programの中に、「Transition Lab」と
いうものがある。丸1日をかけ、CxO 1人をお招き
し、課題の所在の掘り下げや、関連するステークホル
ダーに対する分析を行い、優先的に取組む施策をプ
ランニングする場だ。こうした客観的な視点や知見
といった外部の力を使うことで、CIOのみなさんが、
どのように組織を変えていくかを再確認できる。
　CIOが参加された後、他の CxOの方に別の
Transition Labを受けていただくことで、マネジメン
ト間で方向性を合わせに行く、といったアプローチを
取ることもできる。つまり、ビジネス部門のトップを
巻き込んだ、テクノロジーに対する意識改革を行う
のである。

日本のコンサルタントの見解

今すぐビジネスを巻き込んだ“Tech Fluency”の向上を図るべきである
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　実際、先駆的な企業ではテクノロジー関連部門の
トップを重用する取組みにより、従来の予算策定や
投資判断プロセスをより柔軟に実行できるような見
直しも行っている。本文中でも紹介したように、年次
の予算編成プロセスに縛られることなく、一定の裁
量のもと、新しいテクノロジーや新規案件にチャレン
ジできる仕組みを作り上げているケースもある。見
方によっては「遊び」の部分であるかもしれないが、
こうした新しい取組みに投資し続けることで、他者に
先行する種を蒔き続けていると見ることもできる。
実際に効果が出るものだけを時間をかけて選別し、
資本投下を行い、刈り取りを待つだけの姿勢では、
いつまでも「9割の保守コスト」状態からは抜け出せ
ないのである。

施策2：全社のテクノロジー感度の向上

　もう一つの策は、ビジネスのユーザーレベルを巻
き込んだ“Tech Fluency”の向上である。“Tech Flu-
ency”とは、簡単な言葉に言い換えるならば、「テク
ノロジーに対する感度」である。
　前述の Labのようなトップに対する意識変革に加
え、ボトムアップ的な取組みも重要となる。当たり前
のようにテクノロジーの動向を理解し、業務のどの
場面で活用できるかを考えることができる裾野を拡
大することが欠かせない。その中の幾人かは、確実
に将来のビジネス部門でテクノロジーに理解のある
マネジメント層となろう。
　実際、大手の銀行でも、経営を担うビジネスマネ
ジメントへ進む上で、何らかの IT部門に関する経験

を積むようなキャリアパスを意図的に組んでいるこ
とがある。このような戦略的な異動まで制度化する
ことは、昨今の業務が多様化する中で、難易度が高
いかもしれない。そこまで至らなくとも、テクノロ
ジーに興味・関心を持つことが当たり前となるよう
に、刺激を与え続けるプログラムを構築することは、
比較的容易で効果的である。一定レベルの英語力
を昇格の要件として設定したり、社内の公用語を英
語とする企業があったりするのと同様に、半強制的
にでも ITに触れる場面を増やすということは、テク
ノロジーに対する感度を高める上で現実解となる。
　これは何も“Techie”な人を増殖させるという意
味ではない。一般紙に出ている程度の言葉は当然
理解し、自らの組織に置き換えて考えることができる
レベルで十分なのである。
　とはいえ、ミレニアル以降のデジタルネイティブ世
代は別として、それ以前の世代の社員にテクノロ
ジーの「再教育」を行うのは簡単なことではない。
「アレルギー」の除去に始まり、いくつもの刺激を一
定期間に渡って与え続ける必要がある。その間、刺
激の入れ替えも必要になろう。時間のかかる継続的
な取組みとなるため、ビジネス部門を含む“Tech 
Fluency”の向上は、早く手を打ったもの勝ちである。
テクノロジー、デジタルを統括する立場の読者のみ
なさんには、ぜひ IT部門のトップとしてだけではな
く、企業全体のテクノロジーの伝道師としての役割
を積極的に担われることを期待したい。システムや
データを利用する側の理解や興味なくしては、人も
お金も動かすことなどできないのだから。

寄稿者
箱嶋　俊哉　執行役員　パートナー

金融、公共、製薬業界を中心に、テクノロジーを軸と
したコンサルティングサービスを担当。企業統合や
基幹システム再構築などの、グローバルおよび大規
模プロジェクトに強みを持つ。デロイト トーマツ 
グループとして提供する CIO Program全体の責任
者も務める。人材育成も得意としており、外部講演
や執筆も多数手掛けている。
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1.  経済産業省「DX（デジタルトランスフォーメーション）レポート　～ ITシステム『2025年の壁』の克服とDXの本格的な
展開～」 （2018/9/7）

2. デロイト トーマツ グループ「第四次産業革命への対応準備調査」（2018/1/25 ニュースリリース発表）

3. Deloitte, 2018 global outsourcing survey.

4. Deloitte, 2016 global outsourcing survey. 

5.  日本情報システムユーザー協会（JUAS）「ユーザー企業　ソフトウェアメトリックス調査2018 システム運用調査～運用コスト
の内訳と管理指標に関する調査・分析」（2018/4/24）。左記の調査データからも運用コストの実に7割近くが人件費であるこ
とがわかる。

脚注
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日本リサーチ担当
柏木　成美
高松　亜由智
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Managing director
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Research director, US CIO Program
Managing director
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Research & insights lead, US CIO program  
Senior manager
Deloitte Consulting LLP
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デロイト テクノロジー リーダー

安井　望　執行役員　パートナー
Digitalテクノロジー担当　Chief Technology Officer（CTO）

製造業を中心に、グローバル経営管理やグローバルサプライチェーンを、業務とシ
ステム両面から最適化するプロジェクトに多数従事。業務機能を跨いだ企業全体
のマネジメントを最適化していくことを得意としており、戦略立案から改革の実行
までをトータルに支援できる経験を有している。
主な著書に「グローバル経営の意思決定スピード」「導入ガイドグローバルシェ
アードサービス」「BOP導入ガイドブック」（中央経済社）がある。

渡邉　知志　執行役員　パートナー
ジャパン テクノロジー ストラテジー &アーキテクチャー リーダー

小売・流通業、不動産業、運輸業等コンシューマビジネスを主に担当。
業界の垣根がなくなり変革が進む企業グループに対して、戦略立案からオペレー
ション変革 /システム変革などのコンサルティング活動に従事。
特に、戦略を実現するためのビジネス /オペレーション変革に関する豊富なコンサ
ルティング経験を有する。
戦略立案から変革の実現まで一貫したサービスを提供すると共に、CEOや CIO
に対するアドバイザリーサービスを手掛ける。

山本　有志　執行役員　パートナー
ジャパン テクノロジー ストラテジー & アーキテクチャー リーダー

多様な業界に対して、IT戦略立案、IT組織改革、グローバル ITガバナンス強化、
IT投資コストマネジメント高度化等のテクノロジー ストラテジー &アーキテク
チャーに関するコンサルティングに従事。企業の戦略実現を左右する大規模 ITプ
ロジェクトのマネジメント経験も多く、戦略から開発・運用まで ITライフサイクル全
般の知見を活かし、CxOに対してアドバイザリーサービスを提供。
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CIOサーベイ問合せ先

渡邉　知志/Satoshi Watanabe
デロイト トーマツ コンサルティング　執行役員  パートナー
ジャパン テクノロジー ストラテジー &アーキテクチャー リーダー

山本　有志/Yushi Yamamoto
デロイト トーマツ コンサルティング　執行役員  パートナー
ジャパン テクノロジー ストラテジー &アーキテクチャー リーダー

箱嶋　俊哉/Toshiya Hakoshima
デロイト トーマツ コンサルティング　執行役員 パートナー
テクノロジー

大平　匡洋/Masahiro Ohira
デロイト トーマツ コンサルティング　執行役員 パートナー
テクノロジー

石綿　眞亊/Makoto Ishiwata
デロイト トーマツ コンサルティング　執行役員 パートナー
テクノロジー

守屋　孝文/Takafumi  Moriya
デロイト トーマツ コンサルティング　シニアマネジャー
テクノロジー

柏木　成美/Masami Kashiwagi
デロイト トーマツ コーポレート ソリューション　リサーチマネジャー
テクノロジー
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デロイト CIOプログラムについて
　今日のビジネス環境において、CIOは複雑かつ難易度の高い役割を担っている。優れた CIOとは、企業
価値を最も高いレベルで創造する人物である。デロイトの CIOプログラムでは、CIOの方々がそれぞれの
キャリア形成を進め、より高い価値を提供できるよう支援している。個別ニーズに応じてカスタマイズさ
れたラボ、リーダーシップ開発プログラム、ネットワーキング機会、そして独自のリサーチや洞察を通じて、
当社は ITリーダーの方々を勇気づけ、有用な情報を提供し、有識者間の橋渡しをしている。これらのサービ
スは、将来に備える一方で、今対処しなければならない課題を解決するためのものである。

本サーベイについて
　本サーベイは、2018年1月から3月にかけてオンライン回答または対面インタビュー形式で実施された。
全世界71ヶ国、23業種にわたる1,437人のテクノロジーおよびビジネス部門のリーダー層が対象者となっ
た。クラスター分析、テキスト分析、予測解析といった高度なデータ分析手法により、六つの中分類の業種
や様々な軸からクロス集計を実施し、回答データを分析した。クラスター分析に基づき、回答者を三つの
CIOレガシータイプ（頼りになるオペレータ、事業の共同創作者、変化の立役者）および二つの組織タイプ

（デジタル先駆者、平均的な組織）に分類し、行動パターンの差異を分析した。
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